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学校法人及び準学校法人の課税とその問題点

工藤市兵衛

On taxing things， problems for 

quasi聞 educationalsand an educational foundation. 

Ichibei Kudo 

An educatinal foundation has a purpose for an Establishment of a private school and 

it is a leagal person which is organized as provided by the educatonal law. 

A legal Person which is only estab!ished a special school and a non-reagular school 

is called a quasi-educational foundation. 

It has many points at taxable issues and there we are going to inquire theoretically 

into the causes of Taxable problems. 

学校法人とは，私立学校の設置を目的としこの法

律の定めるところにより設立された法人で、あり，専

修学校又は各種学校のみの設置を目的とする法人を

準学校法人と読んでいるが，その課税関係では問題

点屯多い。課税関係の理論的究明をなさんとしたも

のである。
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学
校
法
人
及
び
準
学
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人
の
課
税
と
そ
の
問
題
点
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学
校
法
人
と
は
私
立
学
校
の
設
置
を
目
的
と
し
、
こ
の
法
律
の
定
め
る
と
こ
ろ
に

よ
り
設
立
さ
れ
る
法
人
を
云
い
(
私
学
法
第
三
条
)
、
専
修
学
校
ま
た
は
各
種
学
校
の

丸
み
の
設
置
を
目
的
と
す
る
法
人
を
「
準
学
校
法
人
L

と
呼
ん
で
学
校
法
人
と
区
別
し

悶
て
い
る
(
私
学
法
施
行
規
則
六
条
一
項
六
号
日
本
私
学
振
興
財
団
法
第
二
条
三
号
〉
o

h

前
章
に
お
い
て
は
、
学
校
法
人
及
び
準
学
校
法
人
の
税
の
不
課
免
税
に
つ
い
て
述
べ

生
け
た
が
、
本
章
で
は
そ
の
課
税
と
そ
の
問
題
点
を
論
ず
る
こ
と
と
す
る
。
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成平

第
一
節

収
益
事
業
の
税
務

'
学
校
法
人
等
公
益
法
人
に
対
す
る
法
人
税
等
に
つ
い
て
は
、
収
益
事
業
を
営
む
場

制
合
に
そ
の
所
得
に
課
税
さ
れ
る
(
法
人
税
法
第
四
条
第
一
項
、
以
下
法
四
①
と
す
る
o

m
法
人
税
法
基
本
通
達
一
五
二
二
〉
。

国
税
庁
で
は
、
法
人
税
関
係
の
取
扱
い
に
関
し
、
か
ね
て
か
ら
総
点
検
を
行
っ
て

色
い
た
。
昭
和
五
四
年
一

0
月
の
第
一
次
、
昭
和
五
五
年
五
月
の
第
ニ
次
、
昭
和
五
五

郷
年
一
一
一
月
の
第
三
次
に
わ
た
り
基
本
通
達
を
改
正
し
、
今
回
、
第
四
次
と
し
て
公
益

開
法
人
関
係
を
主
と
し
た
昭
和
五
六
年
一
一
月
二

O
B、
第
四
次
基
本
通
達
(
直
法
二
一

転
二
ハ
〉
を
発
表
し
た
。
今
回
の
改
正
作
業
は
、
収
益
事
業
の
範
囲
が
定
め
ら
れ
て
い

日
る
も
の
の
、
そ
の
取
扱
い
が
明
確
を
欠
い
て
い
た
も
の
も
多
く
、
と
か
く
税
務
執
行

愛
上
ト
ラ
ブ
ル
も
多
い
の
で
、
そ
の
範
囲
、
要
件
等
を
明
確
し
た
。
さ
ら
に
昭
和
五
十

九
年
四
月
の
法
人
税
法
改
正
に
よ
り
、
収
益
事
業
の
う
ち
、
席
貸
業
法
及
び
技
芸
教

授
業
等
の
範
囲
を
拡
大
し
、
課
税
の
強
化
を
は
か
っ
た
。
そ
の
後
昭
和
六
十
年
四
月

に
税
率
の
引
上
げ
が
行
わ
れ
た
①
。
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収
益
事
業
(
法
人
税
法
第
二
条
第
二
云
さ
と
は
、

①
販
売
業
、
製
造
業
、
そ
の
他
政
令
で
定
め
る
事
業
(
施
行
令
第
五
条
)
。

②
継
続
し
て
事
業
場
を
設
け
て
営
ま
れ
る
も
の
。
を
云
っ
て
い
る
。

収
益
事
業
の
範
囲
(
法
人
税
法
施
行
令
第
5
条〉

物
品
販
売
業
、
不
動
産
販
売
業
、
金
銭
貸
付
業
、
物
品
貸
付
業
、
不
動
産
貸
付
業
、

製
造
業
、
通
信
業
、
運
送
業
、
倉
庫
業
、
請
負
業
、
印
刷
業
、
出
版
業
、
写
真
業
、

席
貸
業
、
旅
館
業
、
料
理
庖
業
そ
の
他
飲
食
庖
業
、
周
旋
業
、
代
理
業
、
仲
立
業
、

問
屋
業
、
鉱
業
、
土
石
採
取
業
、
浴
場
業
、
理
容
業
、
美
容
業
、
輿
行
業
、
遊
技
所

業
、
遊
覧
所
業
、
医
療
保
健
業
、
技
芸
教
授
業
、
駐
車
場
業
、
信
用
保
証
業
、
無
体

財
産
権
の
譲
渡
又
は
提
供
を
行
う
事
業
(
以
上
三
三
業
種
)
。

106-

第
二
節

私
立
学
校
法
に
お
け
る
収
益
事
業

私
立
学
校
法
で
は
そ
の
収
益
事
業
に
つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
次
の
よ
う
な
定
め
が
あ

る。
(
収
益
事
業
)
:
:
:
学
校
法
人
は
、
そ
の
設
置
す
る
私
立
学
校
の
教
育
に
支
障
の

な
い
限
り
、
そ
の
収
益
を
私
立
学
校
の
経
営
に
充
て
る
た
め
、
収
益
を
目
的
と
す
る

事
業
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
(
第
二
十
六
条
一
項
〉
。

前
項
の
事
業
の
種
類
は
、
私
立
学
校
審
議
会
、
私
立
大
学
審
議
会
又
は
高
等
専
門

学
校
審
議
会
の
意
見
を
聞
い
て
、
所
轄
庁
が
定
め
る
。
所
轄
庁
は
、
そ
の
事
業
の
種

類
を
公
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
(
同
条
ニ
項
)
。

第
一
項
の
事
業
に
関
す
る
会
計
は
、
当
該
学
校
法
人
の
設
置
す
る
私
立
学
校
の
経
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営
に
関
す
る
会
計
か
ら
区
分
し
、
特
別
の
会
計
と
し
て
経
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

(
同
条
三
項
)

(
収
益
事
業
の
停
止
)
:
:
:
つ
ぎ
の
各
号
の

1
に
該
当
す
る
事
由
が
あ
る
と
き
は
、

所
轄
庁
は
該
当
学
校
法
人
に
対
し
て
そ
の
事
業
の
停
止
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る

(
第
六
一
条
)
。

①
該
当
学
校
法
人
が
寄
附
行
為
で
定
め
ら
れ
た
事
業
以
外
の
事
業
を
行
な
う
こ

ム」。

学校法人及び準学校法人の課税とその問題点

②
該
当
事
業
か
ら
生
じ
た
収
益
を
そ
の
設
置
す
る
私
立
学
校
の
経
営
の
目
的
以
外

の
目
的
に
使
用
す
る
こ
と
。

③
当
該
事
業
の
継
続
が
当
該
学
技
法
人
の
設
置
す
る
私
立
学
校
の
教
育
に
支
障
が

あ
る
こ
と
。

(
文
部
大
臣
所
轄
学
校
法
人
)
固
:
:
昭
和
二
五
・
一
一
@
人
文
部
省
告
示
六
八
(
大

学
@
短
大
@
高
等
専
門
学
校
)
②
。

物
品
販
売
業
、
物
品
貸
付
業
、
製
造
業
、
無
線
通
信
放
送
事
業
、
運
送
業
、
倉
庫

業
、
請
負
業
、
印
刷
業
、
出
版
業
、
新
開
業
、
写
真
業
、
競
技
場
お
よ
び
集
会
場
所

等
の
貸
付
業
、
旅
館
業
、
飲
食
庖
業
、
代
理
業
、
公
衆
浴
場
業
、
理
容
業
、
農
業
、

畜
産
業
、
養
蜂
業
、
林
業
、
薪
炭
製
造
業
、
水
産
業
、
鉱
業
、
砂
鉱
業
、
土
石
採
取

業
、
医
業
、
歯
科
医
業
、
薬
剤
師
業
、
助
産
婦
業
、
獣
医
業
、
装
蹄
土
業
、
設
計
監

督
業
、
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
業
(
以
上
三
四
種
)
。

(
文
部
大
臣
の
所
轄
に
属
す
る
学
校
法
人
の
行
う
こ
と
の
で
き
る
収
益
事
業
の
種

類
を
定
め
る
件
)

(
知
事
所
轄
学
校
法
人
)
:
:
・
各
都
道
府
県
告
示
に
よ
る
(
高
等
学
校
以
下
の
学

校)。
昭
和
二
五
年
三
月
一
四
日
文
管
庶
第
六
六
号
各
都
道
府
県
知
事
あ
て
、
文
部

次
官
通
達
改
正
昭
和
二
一
一
年
文
管
振
四
五
三
号

私
立
学
校
法
の
施
行
に
つ
い
て

三
七
年
二

O
七
号

以
上
の
法
人
税
法
の
収
益
事
業
と
、
私
立
学
校
法
の
収
益
事
業
と
は
、
必
ず
し
も

一
致
し
て
な
い
。
次
の
図
の
よ
う
に
教
育
事
業
及
び
補
助
活
動
事
業
で
あ
っ
て
も
、

法
人
税
法
上
、
収
益
事
業
と
み
な
さ
れ
る
場
合
も
あ
る
。

従
っ
て
所
轄
庁
と
課
税
庁
と
の
見
解
が
相
違
す
る
と
き
は
、
結
局
課
税
庁
の
見
解

で
徴
税
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

但
し
、
原
則
と
し
て
学
校
教
育
法
(
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
)
第
一
条

(
学
校
の
範
囲
)
に
規
定
す
る
学
校
、
同
法
第
八
十
二
条
の
二
(
専
修
学
校
)
に
規

定
す
る
専
修
学
校
又
は
同
法
第
八
十
三
条
第
一
項
(
各
種
学
校
)
に
規
定
す
る
各
種

学
校
に
お
い
て
行
わ
れ
る
も
の
で
大
蔵
省
令
で
定
め
る
も
の
は
一
般
的
に
課
税
を
免

れ
る
こ
と
と
な
る
。

~l07~ 
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{学技語人の諸活動}

国活究司1帯

諜1・--------.1闇々の活動により錦、 l
i非課説の判定 i 

榊
明購

l 謀説、ただし鰻難、水醒!

明 白亀1;購等は原則として非課説 j

〔
学
校
法
人
の
事
業
収
入
〕
(
省
令
会
計
基
準
一
入
号
、
別
表
二
)

諜耳I動活助
倫

H
Ml
 

学技法人会計で

は本会計

Hi 

①
補
助
活
動
収
入
:
:
:
食
堂
、
売
庖
、
制
服
等
の
版
売
、
寄
宿
舎
、
ス
ク
ー
ル
パ

ス
、
そ
の
他
の
収
入
。

②
附
属
事
業
収
入
・
:
・
・
病
院
、
農
場
、
研
究
所
な
ど
の
附
属
機
関
の
収
入
。

③
受
託
事
業
収
入
:
:
:
外
部
か
ら
の
試
験
、
研
究
な
ど
の
受
託
収
入
。

④
収
益
事
業
収
入
:
・
:
収
益
事
業
会
計
か
ら
の
繰
入
収
入
(
収
益
事
業
で
は
通
常

寄
付
金
処
理
さ
れ
た
も
の
)
。

し
た
が
っ
て
、
私
学
法
上
の
収
益
事
業
に
該
当
し
な
い
場
合
で
も
、
収
支
計
算
の

な
か
か
ら
収
益
事
業
と
し
て
税
務
上
課
税
さ
れ
る
場
合
が
あ
る
の
で
注
意
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
③
。

封

収
益
事
業
か
ら
教
育
事
業
に
対
す
る
寄
付
金

-108 -

第

節

諜耳I

司I

寸
財
産
を
寄
付
す
る
」
と
か
「
寄
付
金
を
募
る
」
と
云
っ
た
用
語
は
一
般
に
公
益

的
な
目
的
で
財
産
を
贈
与
す
る
意
味
で
用
い
ら
れ
る
こ
と
が
多
い
と
思
わ
れ
る
。
例

え
ば
国
や
都
道
府
県
に
対
す
る
寄
付
、
学
校
の
校
舎
増
築
や
創
立
記
念
事
業
に
対
す

る
寄
付
、
政
党
そ
の
他
へ
の
寄
付
等
、
単
な
る
私
益
的
な
贈
与
で
な
い
と
云
う
意
味

で
寄
付
金
と
称
す
る
こ
と
が
少
な
く
な
い
。
し
か
し
法
律
用
語
と
し
て
は
「
寄
付
と

は
義
務
が
な
い
の
に
一
定
の
目
的
の
た
め
に
無
償
で
財
産
を
出
損
す
る
こ
と
、
そ
の

性
質
は
贈
与
と
同
じ
と
云
う
の
が
一
般
の
説
明
で
あ
る
④
。

託

益

受

収H 会

法
人
税
法
上
の
収
益
事
業
に
つ
い
て
は
、
そ
の
収
益
を
学
校
法
人
の
教
育
事
業
に

充
て
て
い
る
場
合
が
多
い
と
思
う
が
、
そ
の
教
育
事
業
に
充
て
た
金
額
の
う
ち
下
記

の
範
囲
内
に
つ
い
て
は
、
寄
付
金
と
し
て
損
金
に
計
上
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
に

な
っ
て
い
る
。

学
校
教
育
法
第
一
条
校
を
設
置
し
て
い
る
学
校
法
人
及
び
私
立
学
校
法
第
六
四
第

自11
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(
注
)
こ
の
ほ
か
、
資
金
の
貸
付
、
通
信
、
不
動
産
貸
付
等
が
税
務
上
課
税
対
象
と

な
る
。
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四
項
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
準
学
校
法
人
は
、
収
益
事
業
の
所
得
の

5
0
%
又
は

2
0

0
万
円
の
う
ち
、
い
ず
れ
か
大
き
い
方
の
金
額
ま
で
寄
付
金
と
し
て
課
税
さ
れ
な
い
。

つ
ま
り
、
最
低
2
0
0
万
円
の
所
得
ま
で
は
非
課
税
と
い
う
わ
け
で
あ
る
。
た
だ
し
、

経
理
を
区
分
し
て
い
る
と
き
は
、
事
前
に
(
三
月
末
ま
で
に
)
そ
の
部
分
の
預
金
又

は
現
金
を
教
育
事
業
に
移
管
し
て
お
く
こ
と
が
肝
心
で
あ
る
。
な
お
、
準
学
校
法
人

に
つ
い
て
は
、
従
来
3
0
%
の
寄
付
金
枠
で
だ
っ
た
が
、
昭
和
五
十
九
年
四
月
よ
り

下
記
の
よ
う
に
一
条
校
と
同
等
に
取
扱
わ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。

学校法人及びi範学技法人の課税とその問題点

非営手I周l~主に対する寄付金の損金算入(法人税法第 37 条)

区 分 内 内会向三宮司

当銭耳1主義 j;金経理 30 
(年度の所+の寄付金) x 一一(一般の公益法人等)

寄付金(指定寄付金を除く)
得金額 の金額 100 

のtil金算入限度額 50 〈又出∞万円のう〉

収益事裂かも教育事芸員に認
100 ち大奮い方の額

入れた金額をいう 〈学社技会摺法祉人法、単人学技法人、 1ノ

四担金書事入限度額

次のものは、金額損金となる@

1. 園または発問公共団体への寄付金

収益事難から留または主配方 2. 指定害子守金(民法第34条の規定により役立した法人その他公

公共団体に対する寄付金の 益を巨的とする率殺を行なう法人、または団体が広〈ー殺に

損金算入の特例
事事築する寄付金のうち、その答付金品f科学技祷、教育の露関、

文化の向上、社会福祉への寅獄、その他公益の増進に害干与する

もの@そしで大感大匿の指定(告示)したもの〕

(注)鉱験研究法人害事に対する寄付金の損金算入の符例(法人説法第37条第3項)1土、公益法人等

か支出した箆宅金研交法人等に対する寄付金については適用がえEい@

伝お、所得に対する税事l立次のとおりですe

毒事一…一一一……00021%人法益

人絡のない誌図書事一日目・

r'年 800万円以下の金額一0000000.31%
一所得金額のうち|

L~年 800万円をこえる金額一一・43.3%

税人法

~N 一一一一一 5% (税限設~6%)

割一一一一一一一年額10.∞0円

税

等

人

~J一日一 12.3% (制限税率 14.7%)

劉一一一……一一年額40.000円

税人

等
民税l-L:

都道府!良民税

村町市

f年 350万円以下の金額一…000.6%

得金額のうち|年350万円をこえ

| 年700万円以下の金額一-0.9%
(事事長により非課棋のものもある)1

L年 700万円をこえる金額一回・ 12%

税築主事

(注)所得のラち、 90%illこを数育事事語に充てている場合li、道府県民袋、市町村民税を錬さない@
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二
。
国
@
地
方
公
共
団
体
に
対
す
る
寄
付
金

(
1
)
概
説

学校法人及ひ'準学校法人の課税とその問題点

こ
の
場
合
は
国
、
地
方
公
共
団
体
、
港
湾
局
に
対
す
る
寄
付
金
で
あ
る
。
地
方
公

共
団
体
に
は
、
市
町
村
の
事
務
組
合
も
含
ま
れ
る
。
港
湾
局
は
国
等
そ
の
も
の
で
は

な
い
が
港
湾
施
設
の
設
置
又
は
維
持
管
理
を
目
的
と
し
て
関
係
地
方
公
共
団
体
が
単

独
で
、
又
は
共
同
し
て
設
立
す
る
も
の
で
(
港
湾
法
四
①
)
営
利
を
目
的
と
し
な
い

公
法
上
の
法
人
と
さ
れ
る
こ
と
か
ら
(
同
法
五
)
地
方
公
共
団
体
の
分
身
と
し
て
取

扱
わ
れ
て
い
る
も
の
で
あ
ろ
う
。
又
、
事
務
組
合
も
地
方
公
共
団
体
の
全
部
事
務
組

合
、
一
部
事
務
組
合
、
役
場
事
務
組
合
等
の
よ
う
に
地
方
公
共
団
体
と
の
協
議
に
よ

り
設
け
ら
れ
る
団
体
(
地
方
自
治
法
二
八
四
二
九
二
一
)
よ
り
法
人
格
を
付
与
さ
れ

営
利
を
目
的
と
し
な
い
た
め
国
に
準
ず
る
取
扱
い
が
な
さ
れ
て
い
る
と
解
さ
れ
る
。

こ
の
寄
付
金
は
、
法
人
税
法
上
、
法
人
の
支
出
額
の
全
額
が
損
金
の
額
に
算
入
さ

れ
(
法
人
税
法
=
一
七
条
二
項
)
、
ま
た
、
所
得
税
法
上
、
個
人
の
寄
付
金
控
除
の
対
象

と
さ
れ
る
(
所
得
税
法
七
八
条
二
項
)
。

(
2
〉
特
別
受
益
が
あ
る
場
合
の
除
外

そ
の
寄
付
し
た
者
が
そ
の
寄
付
に
よ
っ
て
設
け
ら
れ
た
設
備
を
専
属
的
に
利
用
す

る
こ
と
そ
の
他
特
別
の
利
益
が
そ
の
寄
付
を
し
た
者
に
及
ぶ
と
認
め
ら
れ
る
も
の

は
、
こ
の
金
額
損
金
算
入
の
対
象
と
な
る
寄
付
金
か
ら
除
外
さ
れ
る
。
昭
和
四
0
年

の
全
文
改
正
の
際
は
、
「
国
、
地
方
公
共
団
体
が
そ
の
行
政
目
的
の
た
め
に
直
接
供
す

る
施
設
に
充
て
る
た
め
の
も
の
」
と
さ
れ
て
い
た
、
が
、
施
設
の
目
的
と
利
用
と
が
分

離
さ
れ
う
る
の
で
、
現
在
の
よ
う
に
改
め
ら
れ
た
。

(
3
)
採
納
と
募
金
団
体
を
通
ず
る
寄
付
の
取
扱
い

こ
の
国
等
に
対
す
る
寄
付
金
は
、
国
等
に
お
い
て
歳
入
と
し
て
正
式
に
採
納
さ
れ

る
も
の
を
い
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
国
立
又
は
公
立
の
学
校
等
の
施
設

の
建
設
文
は
拡
張
等
の
目
的
を
も
っ
て
設
立
さ
れ
た
後
援
会
等
に
対
す
る
寄
付
金
で

あ
っ
て
も
、
そ
の
目
的
で
あ
る
施
設
が
完
成
後
遅
滞
な
く
国
等
に
帰
属
す
る
と
こ
が

明
ら
か
な
も
の
は
、
国
等
に
対
す
る
寄
付
金
に
該
当
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
(
法

人
税
基
本
通
達
九
一
四
二
号
。

こ
の
場
合
、
採
納
の
手
続
き
を
経
て
い
て
完
成
後
遅
滞
な
く
国
等
に
帰
属
さ
せ
る

募
金
団
体
で
あ
る
旨
を
主
た
る
事
務
所
の
所
轄
国
税
局
長
の
確
認
を
受
け
る
こ
と
と

さ
れ
て
い
る
。
各
国
税
局
の
直
税
部
法
人
税
課
で
担
当
し
て
い
る
の
で
、

P
T
A
の

場
合
な
ど
、
こ
の
確
認
を
受
け
る
必
要
が
あ
る
。
確
認
申
請
様
式
等
も
定
め
ら
れ
て

い
る
⑤
。

(
4
〉
最
終
的
に
国
等
に
帰
属
し
な
い
寄
付
金

国
等
に
対
し
採
納
の
手
続
き
を
経
て
遅
滞
な
く
国
等
に
帰
属
し
た
寄
付
金
で
あ
っ

て
も
、
そ
の
寄
付
金
が
特
定
の
団
体
に
交
付
さ
れ
る
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
な
ど
最

終
的
に
国
等
に
帰
属
し
な
い
と
認
め
ら
れ
る
も
の
は
、
国
等
に
対
す
る
寄
付
金
に
該

当
し
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
(
法
人
税
基
本
通
達
九
四
l
四)。

そ
の
公
益
法
人
等
で
は
指
定
寄
付
金
に
指
定
さ
れ
な
い
と
き
に
、
形
式
的
に
地
方

公
共
団
体
で
募
金
し
、
金
銭
又
は
建
造
し
た
施
設
等
を
公
益
法
人
に
帰
属
さ
せ
る
と

い
っ
た
回
避
的
行
為
が
行
わ
れ
る
の
で
、
そ
れ
を
防
ぐ
た
め
の
措
置
で
あ
る
と
さ
れ

る
。
即
ち
こ
れ
は
実
質
的
に
は
国
等
以
外
の
特
定
の
団
体
等
に
対
す
る
寄
附
金
で
あ

り
な
が
ら
、
寄
附
す
る
側
に
お
け
る
限
度
計
算
を
不
要
化
し
て
募
金
を
容
易
に
す
る

た
め
に
、
国
等
が
一
種
の
「
ト
ン
ネ
ル
L

と
な
っ
て
、
い
っ
た
ん
寄
附
金
と
し
て
受

け
入
れ
、
そ
の
上
こ
れ
を
そ
の
団
体
等
に
対
す
る
補
助
金
等
と
し
て
交
付
す
る
と
い

う
よ
う
な
迂
回
行
為
を
排
除
し
よ
う
と
す
る
趣
旨
と
解
さ
れ
る
。

← 111← 

(
5
)
公
共
団
体
等
に
対
す
る
寄
付
金

国
等
と
は
園
、
地
方
公
共
団
体
、
港
湾
局
の
み
を
い
う
の
で
、
日
本
道
路
公
団
、

日
本
開
発
銀
行
等
の
よ
う
に
全
額
政
府
出
資
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
法
人
又
は
地
方
住



宅
供
給
公
社
等
の
よ
う
に
地
方
公
共
団
体
の
全
額
出
資
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
法
人
に

対
す
る
寄
付
金
は
、
国
等
に
対
す
る
寄
付
金
に
該
当
し
な
い
(
法
人
税
基
本
通
達
九
一

四
一
五
)
。
し
た
が
っ
て
、
全
額
損
金
算
入
の
寄
付
金
を
募
集
す
る
た
め
に
は
、
大
蔵

大
臣
の
指
定
を
受
け
る
必
要
が
あ
る
⑥
。

Mar.1993 

(
6
)
災
害
救
助
委
託
団
体
等
に
対
す
る
義
え
ん
金
等

法
人
が
災
害
救
助
法
=
三
条
(
日
本
赤
十
字
社
へ
の
委
託
)
の
規
定
に
よ
り
救
助

又
は
応
援
の
委
託
を
受
け
た
日
本
赤
十
字
社
又
は
こ
れ
に
協
力
す
る
募
金
団
体
(
新

聞
、
放
送
金
守
の
報
道
機
関
、
慈
善
事
業
団
体
又
は
宗
教
団
体
、
商
工
会
議
所
等
)
に

対
し
て
き
ょ
出
し
た
義
え
ん
金
等
に
つ
い
て
は
、
そ
の
義
え
ん
金
等
、
が
国
等
に
き
ょ

出
さ
れ
、
ま
た
は
一
般
被
災
者
に
配
分
さ
れ
る
こ
と
が
募
金
要
綱
、
募
金
趣
意
書
等

に
お
い
て
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る
も
の
で
あ
る
と
き
は
、
国
等
に
対
す
る
寄
付
金
に

該
当
す
る
。

Vo1.28-A. 平成 5年，第28号A，

。
現
物
寄
付
と
個
人
寄
付
金
の
取
扱
い

国
又
は
地
方
公
共
団
体
に
対
す
る
財
産
の
贈
与
と
公
益
法
人
、
そ
の
他
公
益
を
目

的
と
す
る
特
定
の
法
人
に
対
す
る
財
産
の
贈
与
で
、
大
蔵
大
臣
の
承
認
を
受
け
た
も

の
に
つ
い
て
は
、
い
ず
れ
も
み
な
し
譲
渡
課
税
を
適
用
し
な
い
と
す
る
特
例
が
創
設

さ
れ
て
今
日
に
至
っ
て
い
る
(
租
税
特
別
措
置
法
一
七
条
)
。

愛知工業大学研究報告，

(
1
)
現
物
寄
付

(
イ
)
国
は
日
本
私
学
振
興
財
団
法
(
昭
和
四
五
年
法
六
九
)
の
定
め
る
と

こ
ろ
に
よ
り
、
こ
の
法
律
の
規
定
に
よ
る
助
成
で
補
助
金
の
支
出
、
又
は

貸
付
金
に
係
る
も
の
を
日
本
私
学
振
興
財
団
を
通
じ
て
行
う
こ
と
が
出
来

る
と
し
て
お
り
、
財
団
の
取
扱
う
寄
付
金
は
、
金
銭
だ
け
で
な
く
、
会
社

等
法
人
か
ら
の
現
物
寄
付
(
不
動
産
、
動
産
)
に
つ
い
て
も
受
入
て
い
る
。

こ
の
場
合
、
寄
付
物
件
は
、
校
地
、
校
舎
そ
の
他
校
具
器
具
等
、
直
接
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教
育
の
用
に
供
す
る
も
の
に
限
定
さ
れ
て
お
り
、

と
し
て
時
価
評
価
に
よ
っ
て
い
る
。

(
ロ
)
個
人
か
ら
の
現
物
寄
付
は
、
納
税
地
の
所
轄
税
務
署
長
を
経
由
し
て
国

税
庁
長
官
へ
申
請
し
、
そ
の
承
認
を
う
け
れ
ば
、
非
課
税
と
な
る
。
財
団

で
は
取
扱
っ
て
い
な
い
。

そ
の
寄
付
金
額
は
原
則

(
2
)
個
人
寄
付
金

個
人
寄
付
金
は
、
財
団
を
通
さ
な
く
と
も
「
特
定
公
益
増
進
法
人
等
に
対
す
る
寄

付
金
」
(
改
正
)
の
規
定
に
よ
り
、
財
団
が
取
り
扱
う
の
と
同
様
の
税
の
優
遇
(
寄
付

金
控
除
〉
が
受
け
ら
れ
る
の
で
、
次
の
寄
付
金
を
除
い
て
取
り
扱
わ
な
い
こ
と
に
な
っ

て
い
る
⑦
。

(
i
)
専
修
学
校
の
み
を
設
置
す
る
法
人
が
募
集
す
る
場
合
。

(

H

)

寄
付
者
の
大
半
が
会
社
等
法
人
で
あ
り
、
個
人
が
極
め
て
少
数
の
場
合
。

四
。
日
本
私
学
振
興
財
団
が
扱
う
寄
付
金

財
団
が
受
配
者
指
定
寄
付
金
と
し
て
一
定
の
金
銭
安
)
寄
付
金
と
し
て
受
入
る
た
め

の
要
件
は
次
の
通
り
で
あ
る
。

私
立
学
校
の
場
合
と
私
立
専
修
学
校
の
場
合
と
で
は
そ
の
損
金
算
入
が
認
め
ら
れ

て
い
る
寄
付
事
業
の
範
囲
が
異
な
る
の
で
、
後
に
述
べ
る
如
く
注
意
を
要
す
る
。

な
お
、
財
団
は
学
校
の
新
設
(
新
設
法
人
の
新
設
学
校
、
既
設
法
人
の
新
設
学
校
、

新
設
学
部
、
新
設
学
科
等
)
の
た
め
の
寄
付
金
は
取
扱
っ
て
い
な
い
の
で
、
学
校
の

設
立
準
備
の
た
め
の
寄
付
金
を
指
定
寄
付
金
と
し
て
募
集
し
た
い
場
合
は
直
接
大
蔵

省
主
税
局
税
制
第
一
課
へ
申
請
す
る
こ
と
。
株
式
等
に
つ
い
て
は
一
定
の
型
式
が
定

め
ら
れ
て
い
る
。

①
受
配
者
指
定
寄
付
金
の
要
件

財
団
が
受
配
者
指
定
寄
付
金
と
し
て
一
定
の
金
銭
を
寄
付
金
と
し
て
受
入
る
た
め

の
要
件
は
次
の
通
り
で
あ
る
。
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私
立
学
校
の
場
合
と
私
立
専
修
学
校
の
場
合
と
で
は
そ
の
認
め
ら
れ
て
い
る
寄
付

事
業
の
範
囲
が
異
な
る
の
で
、
注
意
を
要
す
る
。

(
i
)
私
立
学
校
の
場
合

学校法人及び準学校法人の課税とその問題点

私
立
学
校
法
第
三
条
に
規
定
す
る
学
校
法
人
が
設
置
す
る
学
校
教
育
法
第
一
条
の

既
存
の
学
校
(
大
学
、
短
大
、
高
等
専
門
学
校
、
高
等
学
校
、
中
学
校
、
小
学
校
、

幼
稚
園
、
盲
学
校
、
聾
学
校
、
養
護
学
校
〉
の
教
育
に
必
要
な
費
用
又
は
基
金
に
充

て
ら
れ
る
た
め
に
財
団
に
支
出
さ
れ
る
寄
付
金
で
、
具
体
的
に
は
次
の
事
業
(
寄
付

事
業
〉
に
充
て
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

(
イ
〉
敷
地
、
校
舎
そ
の
他
付
属
設
備
の
取
得
費
。

(
ロ
)
教
育
研
究
に
要
す
る
経
常
的
経
費
。

(
ハ
〉
寄
付
講
座
及
び
寄
付
研
究
部
門
(
寄
付
者
の
名
を
付
し
た
も
の
を
含
む
。
)

に
於
け
る
教
育
研
究
の
実
施
に
伴
う
経
費
を
ま
か
な
う
こ
と
を
目
的
と
し

て
設
定
さ
れ
る
基
金
。

(
ニ
)
学
資
の
貸
与
又
は
給
付
を
目
的
と
し
て
設
定
さ
れ
る
基
金
。

(
ホ
)
教
育
研
究
に
直
接
必
要
な
資
金
の
交
付
を
行
う
こ
と
を
目
的
と
し
て
設

定
さ
れ
る
基
金
。

(
へ
)
(
イ
〉
及
び
(
ロ
〉
に
要
し
た
借
入
金
の
返
済
の
費
用
。

っ
と
私
立
専
修
学
校
の
場
合

学
校
法
人
又
は
準
学
校
法
人
(
私
立
学
校
法
第
六
四
条
第
四
項
)
が
設
置
す
る
専

修
学
校
(
学
校
教
育
法
第
八
二
条
の
二
〉
の
高
等
課
程
(
同
法
第
八
二
条
の
三
第
一

項
ー
そ
の
修
業
期
間
中
の
授
業
次
時
間
数
が

2
0
0
0
時
間
以
上
の
も
の
〉
又
は
(
同

法
第
八
三
条
の
三
第
一
項
二
そ
の
授
業
時
間
数
が

1
7
0
0
時
間
以
上
の
も
の
〉
の

教
育
の
用
に
充
て
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

(
イ
)
敷
地
・
校
舎
そ
の
他
の
付
属
設
備
の
取
得
費
。

(
ロ
〉
学
費
の
貸
与
又
は
給
付
を
目
的
と
し
て
設
定
さ
れ
る
基
金
。

な
お
、
こ
の
場
合
の
修
業
期
間
と
は
、
普
通
科
、
専
攻
科
そ
の
他
こ
れ

ら
に
類
す
る
区
別
さ
れ
た
課
程
が
あ
り
、
一
の
課
程
が
他
の
課
程
に
継
続

す
る
場
合
(
例
え
ば
高
等
課
程
に
普
通
科
、
専
攻
科
等
の
区
別
さ
れ
た
課

程
が
あ
り
、
一
の
課
程
が
他
の
課
程
に
継
続
す
る
よ
う
な
場
合
〉
は
、
こ

れ
ら
の
課
程
の
各
修
業
期
聞
を
通
算
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

(
一
山
〉
学
校
等
の
新
設
の
場
合

既
存
の
学
校
法
人
又
は
準
学
校
法
人
が
新
た
な
学
校
(
大
学
の
学
部
・
学
部
の
学

科
、
大
学
院
及
び
大
学
院
の
研
究
科
、
短
期
大
学
の
学
科
並
び
に
高
等
専
門
学
校
の

学
科
等
を
含
む
。
)
又
は
専
修
学
校
(
高
等
課
程
及
び
専
門
課
程
を
含
む
。
)
を
設
置

す
る
た
め
の
敷
地
・
校
舎
そ
の
ほ
か
付
属
設
備
の
取
得
費

-113-

①
現
物
寄
付

(
イ
)
財
団
の
取
扱
う
寄
付
金
は
、
金
銭
だ
け
で
な
く
、
会
社
等
法
人
か
ら
の

現
物
寄
付
(
不
動
産
、
動
産
)
に
つ
い
て
も
受
入
て
い
る
。

こ
の
場
合
、
寄
付
物
件
は
、
校
地
、
校
舎
そ
の
他
校
具
器
具
等
、
直
接

教
育
の
用
に
供
す
る
も
の
に
限
定
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
寄
付
金
額
は
原
則

と
し
て
時
価
評
価
に
よ
っ
て
い
る
⑧
。

(
ロ
)
個
人
か
ら
の
現
物
寄
付
は
、
納
税
地
の
所
轄
税
務
署
長
、
国
税
局
を
経

由
し
て
国
税
庁
長
官
へ
申
請
し
、
そ
の
承
認
を
う
け
れ
ば
、
非
課
税
と
な

る
。
財
団
で
は
取
扱
っ
て
い
な
い
。

②
個
人
寄
付
金

個
人
寄
付
金
は
、
財
団
を
通
さ
な
く
と
も
「
特
定
公
益
増
進
法
人
等
に
対
す
る
寄
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付
金
」
の
規
定
に
よ
り
、
財
団
が
取
り
扱
う
の
と
同
様
の
税
の
優
遇
(
寄
付
金
控
除
)

が
受
け
ら
れ
る
の
で
、
次
の
寄
付
金
を
除
い
て
取
り
扱
わ
な
い
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

金
と
推
定
し
、
受
け
入
れ
な
い
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

(
イ
)
専
修
学
校
の
み
を
設
置
す
る
法
人
が
募
集
す
る
場
合
。

(
ロ
〉
寄
付
者
の
大
半
が
会
社
等
法
人
で
あ
り
、
個
人
が
極
め
て
少
数
の
場
合
。

(
ハ
)
受
入
れ
な
い
寄
付
金

財
団
は
上
記

(
1
)
の
要
件
を
具
備
し
た
寄
付
金
で
あ
っ
て
も
、
次
の
寄
付
金
は

受
入
れ
な
い
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

(
イ
)
入
学
願
書
受
付
の
開
始
日
か
ら
入
学
を
予
定
さ
れ
る
年
の
一
一
一
月
一
一
二

日
ま
で
の
期
間
に
納
入
す
る
寄
付
金
。

(
ロ
)
入
学
を
予
定
さ
れ
る
年
の
前
年
の
四
月
一
日
か
ら
入
学
願
書
受
付
日
の

前
日
ま
で
の
期
間
又
は
入
学
を
予
定
さ
れ
る
年
の
翌
年
の
一
月
一
日
か
ら

三
月
=
二
日
ま
で
の
期
間
の
納
入
す
る
1
0
0
万
円
以
上
の
寄
付
金
。

(
ハ
)
入
学
決
定
後
に
新
入
生
以
外
の
者
と
同
一
条
件
で
募
集
さ
れ
る
3
0
0

万
円
以
上
の
寄
付
金
。

ま
た
、
財
団
は
、
一
口
一
万
円
未
満
の
寄
付
金
(
法
人
・
個
人
と
も
〉

及
び
税
の
優
遇
措
置
を
必
要
と
し
な
い
者
か
ら
受
け
る
寄
付
金
は
取
り
扱

い
を
し
な
い
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

ハ
ニ
)
受
配
者
指
定
寄
付
金
の
事
務
手
続
き
。

財
団
の
受
配
者
指
定
寄
付
金
制
度
を
利
用
し
て
寄
付
金
を
集
め
よ
う
と

す
る
学
校
法
人
(
準
学
校
法
人
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
)
は
、
先
ず
、
「
寄

付
金
に
係
る
事
業
及
び
資
金
概
況
書
L

を
財
団
(
助
成
部
助
成
第
二
課
第

一
係
担
当
)
へ
提
出
す
る
。

財
団
は
、
そ
の
申
請
案
件
に
つ
い
て
毎
月
一
回
、
必
要
あ
る
と
き
は
随

時
審
議
し
、
学
校
法
人
へ
承
認
通
知
を
出
す
。
そ
の
承
認
後
、
財
団
は
当

該
寄
付
金
を
受
入
れ
、
寄
付
者
に
対
し
て
寄
付
金
受
領
書
を
発
行
す
る
運

び
と
な
る
。
そ
し
て
財
団
は
、
寄
付
者
か
ら
指
定
さ
れ
た
学
校
法
人
か
ら

の
一
定
の
申
請
手
続
に
よ
り
そ
の
寄
付
金
を
学
校
法
人
へ
配
付
す
る
。
募

金
及
び
寄
付
事
業
等
が
終
了
し
次
第
学
校
法
人
は
寄
付
金
実
績
報
告
を
行

い
、
財
団
は
額
の
確
定
を
行
い
、
寄
付
金
利
息
の
配
布
を
行
い
こ
れ
を
も
っ

て
こ
の
受
配
者
指
定
寄
付
金
の
事
務
手
続
は
終
了
す
る
こ
と
に
な
る
。
寄

付
者
は
財
団
発
行
の
寄
付
金
受
領
書
を
も
っ
て
所
轄
税
務
署
へ
申
告
す
れ

ば
、
法
に
定
め
ら
れ
た
指
定
寄
付
金
と
し
て
の
減
免
税
の
措
置
を
受
け
ら

①
学
校
の
入
学
に
関
す
る
寄
付
金
。

②
寄
付
者
に
つ
き
税
の
不
当
な
軽
減
を
き
た
す
結
果
と
な
る
寄
付
金
。

③
寄
付
者
が
寄
付
し
た
こ
と
に
よ
り
特
別
の
利
益
を
受
け
る
結
果
と
な
る
寄
付

金。④
寄
付
者
が
寄
付
金
の
配
付
先
を
指
定
し
た
学
校
法
人
が
次
の
事
項
に
該
当
す

る
場
合
に
そ
の
学
校
法
人
に
対
し
て
な
さ
れ
る
寄
付
金
。

ィ
。
役
員
問
、
教
職
員
間
又
は
こ
え
ら
の
者
に
聞
に
お
い
て
、
訴
訟
継
続
中

そ
の
他
内
紛
、
が
あ
り
、
寄
付
事
業
の
適
正
な
執
行
を
期
し
が
た
い
も
の
。

ロ
。
破
産
宣
告
を
受
け
、
若
し
く
は
負
債
総
額
が
資
産
総
額
を
上
回
り
、
又

は
銀
行
取
引
停
止
処
分
を
受
け
る
な
ど
、
財
政
状
態
が
極
度
に
窮
迫
し
て

い
る
も
の
。

ハ
。
法
令
違
反
、
又
は
法
令
に
基
づ
く
所
轄
庁
の
処
分
に
違
反
し
、
相
当
期

間
を
経
過
し
な
い
も
の
。

ニ
。
管
理
運
営
に
関
す
る
事
務
処
理
が
著
し
く
適
正
を
か
き
、
寄
付
事
業
の

適
正
を
期
し
が
た
い
も
の
。

な
お
、
財
団
は
、
「
私
立
大
学
等
に
お
け
る
入
学
寄
付
金
等
に
関
す
る

取
り
扱
い
内
規
」
に
よ
り
、
次
に
掲
げ
る
も
の
は
、
入
学
に
関
す
る
寄
付

ーム
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れ
る
こ
と
に
な
る
。

五
。
特
定
公
益
増
進
法
人
(
以
下
、
旧
試
験
研
究
法
人
と
い
う
〉
等
に
対
す
る

寄
付
金

-
自
動
車
安
全
運
転
セ
ン
タ
ー
、
総
合
研
究
開
発
機
構
、
理
化
学
研
究
所
、

日
本
原
子
力
研
究
所
、
日
本
原
子
力
船
開
発
事
業
団
、
動
力
炉
・
核
燃
料

開
発
事
業
団
、
宇
宙
開
発
事
業
団
、
梅
洋
科
学
技
術
セ
ン
タ
ー
、
国
際
交

流
基
金
、
農
業
機
械
化
研
究
所
、
日
本
学
術
振
興
会
、
日
本
科
学
技
術
情

報
セ
ン
タ
ー
、
日
本
私
学
振
興
財
団
、
日
本
育
英
会
、
貿
易
研
修
セ
ン
タ
ー
、

心
身
障
害
者
福
祉
協
会
、
日
本
是
赤
十
字
社
、
情
報
処
理
振
興
事
業
協
会
、

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
総
合
開
発
機
構
及
び
海
上
災
害
防
止
セ
ン
タ
ー
。

・
民
法
三
十
四
条
の
法
人
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
も
の

(

a

)

科
学
技
術
(
自
然
科
学
に
係
る
も
の
に
限
る
。
〉
に
関
す
る
試
験
研

究
を
主
た
る
目
的
と
す
る
法
人
。

(
b
)
科
学
技
術
に
関
す
る
試
験
研
究
を
行
う
者
に
対
す
る
助
成
金
の
支

給
を
主
た
る
目
的
と
す
る
法
人
。

(

C

)

科
学
技
術
に
関
す
る
知
識
及
び
思
想
の
総
合
的
な
普
及
啓
発
を
主

た
る
目
的
と
す
る
法
人
(
そ
の
目
的
業
務
に
関
し
国
の
補
助
金
を
受

け
五
年
以
内
の
も
の
)
。

(
d
)
学
術
に
関
す
る
研
究
を
目
的
と
す
る
法
人
で
、
日
本
育
英
会
法
施

行
令
第
一
九
条
の
指
定
を
受
け
て
い
る
も
の
。

(
e
〉
学
校
教
育
法
第
一
条
に
規
定
す
る
学
校
に
お
け
る
教
育
の
助
成
を

主
た
る
目
的
と
す
る
法
人
。

(
f
)
学
生
又
は
生
徒
に
対
す
る
学
資
の
支
給
若
し
く
は
貸
与
又
は
そ
の

修
学
を
援
助
す
る
た
め
の
寄
宿
舎
の
設
置
運
営
を
主
た
る
目
的
と
す

る
法
人
。

(

g

)

多
数
の
大
学
の
教
員
及
び
学
生
の
学
芸
の
教
授
研
究
に
資
す
る
た

め
の
宿
泊
研
修
施
設
の
設
置
運
営
を
主
た
る
目
的
と
す
る
法
人
(
国

の
補
助
金
交
付
後
二
年
以
内
の
も
の
)
。

(
h
)
青
少
年
に
対
し
健
全
な
社
会
教
育
を
行
う
こ
と
を
目
的
と
す
る
法

人
の
う
ち
そ
の
業
務
が
全
国
の
区
域
に
及
ぶ
も
の
(
国
の
補
助
金
交

①
限
度
額

特
定
公
益
増
進
法
人
等
に
対
す
る
寄
付
金
は
、
後
述
の
一
般
寄
付
金
の

限
度
額
の
二
倍
が
限
度
額
と
し
て
認
め
ら
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
寄
付
金
が

こ
の
寄
付
だ
け
で
あ
れ
ば
、
一
般
寄
付
金
の
限
度
額
の
二
倍
の
金
額
が
限

度
額
と
し
て
認
め
ら
れ
る
の
で
あ
る
。

な
お
、
公
益
法
人
等
が
、
こ
の
特
定
公
益
増
進
法
人
に
寄
付
し
て
も
、

そ
の
寄
付
金
は
全
て
一
般
寄
付
金
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
、
こ
の
寄
付
金
の

限
度
額
計
算
が
な
さ
れ
な
い
こ
と
は
、
先
に
説
明
し
た
と
お
り
で
あ
る
。

②
特
定
公
益
増
進
法
人
等
に
対
す
る
寄
付
金
の
範
囲

一
条
校
を
設
覆
す
る
学
校
法
人
は
、
す
べ
て
こ
の
特
定
公
益
増
進
法
人

と
し
て
承
認
さ
れ
る
が
、
専
修
学
校
に
つ
い
て
は
、
適
用
が
な
い
。
個
人

寄
付
金
に
つ
い
て
は
、
こ
の
証
明
が
あ
れ
ば
指
定
寄
付
金
と
し
て
の
取
扱

い
と
同
じ
で
あ
る
か
ら
、
大
変
有
効
で
あ
る
。

抽
象
的
に
は
、
公
共
法
人
、
公
益
法
人
そ
の
他
特
別
の
法
律
に
よ
り
設

立
さ
れ
た
法
人
の
う
ち
、
教
育
又
は
科
学
の
振
興
、
文
化
の
向
上
、
社
会

福
祉
へ
の
貢
献
そ
の
他
公
益
の
増
進
に
著
し
く
寄
与
す
る
も
の
と
し
て
指

定
さ
れ
た
法
人
に
対
す
る
そ
の
法
人
の
主
た
る
目
的
で
あ
る
業
務
に
関
連

す
る
寄
付
金
が
試
験
研
究
法
人
に
対
す
る
寄
付
金
と
さ
れ
て
い
る
(
法
人

税
法
第
三
七
条
三
項
三
号
)
。

具
体
的
に
は
、
次
の
法
人
が
特
定
公
益
増
進
法
人
等
と
さ
れ
て
い
る
(
法

人
税
法
施
行
令
七
七
条
〉
。

-115-
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付
後
二
年
以
内
の
も
の
)
。

(
i
)
芸
術
の
普
及
向
上
に
関
す
る
業
務
を
行
う
こ
と
を
主
た
る
目
的
と

す
る
法
人
又
は
文
化
財
若
し
く
は
歴
史
的
風
土
の
保
存
及
び
活
用
の

業
務
を
行
う
こ
と
を
主
た
る
目
的
と
す
る
法
人
(
国
の
補
助
金
交
付

後
二
年
以
内
の
も
の
)
。

(
-
J
)

財
団
法
人
日
本
体
育
協
会
。

(
K
〉
開
発
途
上
に
あ
る
海
外
の
地
域
に
お
け
る
経
済
協
力
(
技
術
協
力

を
含
む
。
)
を
主
た
る
目
的
と
す
る
も
の
(
国
の
補
助
金
交
付
後
二
年

以
内
の
も
の
)
又
は
国
の
無
償
援
助
に
係
る
そ
の
地
域
に
所
在
す
る

公
共
的
施
設
の
管
理
運
営
に
関
す
る
業
務
を
行
う
も
の
。

(
l
)
財
団
法
人
貿
易
研
修
セ
ン
タ
ー
。

(

m

)

更
生
緊
急
保
護
法
に
規
定
す
る
更
生
保
護
事
業
を
主
た
る
目
的
と

す
る
法
人
。

(

n

)

貧
困
者
の
訴
訟
援
助
を
主
た
る
目
的
と
す
る
法
人
の
う
ち
そ
の
業

務
が
全
国
の
区
域
に
及
ぶ
も
の
(
国
の
補
助
金
交
付
後
二
年
以
内
の

も
の
)
。

(

0

)

自
然
環
境
の
保
全
の
た
め
野
生
動
植
物
の
保
護
繁
殖
に
関
す
る
業

務
を
行
う
こ
と
を
主
た
る
目
的
と
す
る
法
人
の
う
ち
、
そ
の
業
務
に

関
し
国
又
は
地
方
公
共
団
体
の
委
託
を
受
け
て
い
る
も
の
又
は
国
土

の
穏
化
事
業
の
推
進
を
主
た
る
目
的
と
す
る
法
人
の
う
ち
そ
の
業
務

が
全
国
に
及
ぶ
も
の
(
国
の
補
助
金
の
交
付
後
二
年
以
内
の
も
の
〉
。

(

P

)

財
団
法
人
関
西
文
化
学
術
研
究
都
市
推
進
機
構
。

(
q
〉
学
校
法
人
で
、
学
校
教
育
法
第
一
条
の
学
校
の
設
置
運
営
を
主
た

る
目
的
と
す
る
も
の
。

(

r

)

社
会
福
祉
法
人
。

(
C
証
明
書
の
交
付
と
そ
の
手
続

i
。
概
説

試
験
研
究
法
人
に
対
す
る
寄
付
金
は
、
上
述
の
法
人
の
主
た
る
目

的
で
あ
る
業
務
に
関
連
あ
る
寄
付
金
と
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
の
関
連

性
に
つ
い
て
は
、
そ
の
法
人
の
募
金
趣
意
書
、
募
金
計
画
書
の
写
し

等
を
総
合
勘
案
し
て
判
定
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
(
法
人
税
基
本

通
達
九
一
四
一
七
三

こ
の
試
験
研
究
法
人
に
該
当
す
る
か
ど
う
か
は
、
そ
の
法
人
の
監

督
官
庁
が
判
定
し
て
該
当
-
証
明
書
を
そ
の
法
人
に
交
付
す
る
こ
と
と

さ
れ
て
お
り
、
こ
の
-
証
明
書
は
全
般
的
に
五
年
間
有
効
で
あ
る
と
さ

れ
て
い
る
。

hu
。
申
請
手
続
及
び
様
式

(a
〉
窓
口
は
、
文
部
省
又
は
都
道
府
県
知
事
(
そ
の
学
校
法
人
の

所
轄
庁
)
で
あ
る
。

(
b
)
提
出
書
類
は

a
証
明
申
請
書
、

b
寄
付
行
為
、

c
法
人
の
登

記
簿
謄
本
、

d
寄
付
金
募
集
要
綱
と
さ
れ
て
い
る
。

-116-

尚
平
成
四
年
二
一
月
一
人
目
、
日
本
経
済
新
聞
の
報
ず
る
と
こ
ろ
に
よ
る
と
、
自

民
党
の
九
三
年
度
(
平
成
五
年
度
)
税
制
改
正
大
綱
に
よ
れ
ば
第
二
具
体
的
施
策
そ

の
他
(
法
人
税
関
係
〉
二
二
、
特
定
公
益
増
進
法
人
の
範
囲
に
一
定
の
専
修
学
校
を

設
置
す
る
準
学
校
法
人
を
追
加
す
る
と
報
ぜ
ら
れ
、
本
年
四
月
一
日
よ
り
改
正
さ
れ

る
予
定
で
あ
る
。

ハ
。
財
産
を
公
益
法
人
に
寄
付
し
た
と
き
の
課
税
特
例

(
イ
)
概
要

法
人
に
対
し
て
、
土
地
や
建
物
な
ど
の
譲
渡
所
得
の
基
因
と
な
る
財
産

や
山
林
を
寄
付
し
た
場
合
は
、
時
価
に
よ
り
譲
渡
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な

さ
れ
て
、
譲
渡
所
得
や
山
林
所
得
な
ど
が
課
税
さ
れ
る
(
所
得
税
法
五
九

条〉
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た
だ
し
、
国
や
地
方
公
共
団
体
に
対
し
て
、
譲
渡
所
得
の
基
因
と
な
る

財
産
や
山
林
を
寄
付
し
た
場
合
は
、
そ
の
寄
付
に
基
づ
く
譲
渡
所
得
や
山

林
所
有
な
ど
は
、
非
課
税
と
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
公
益
法
人
に
対
し
て
、

譲
渡
所
得
の
基
因
と
な
る
財
産
や
山
林
を
寄
付
し
た
場
合
に
は
、
一
定
の

要
件
を
満
た
す
も
の
と
し
て
国
税
庁
長
官
の
承
認
を
受
け
た
と
き
は
、
そ

の
寄
付
に
基
づ
く
譲
渡
所
得
や
山
林
所
得
な
ど
は
、
非
課
税
と
さ
れ
る
こ

と
に
な
っ
て
い
る
(
措
置
法
四
0
条)。

し
た
が
っ
て
、
寄
付
金
控
除
に
あ
た
っ
て
は
、
譲
渡
資
産
の
価
格
の
う

ち
、
そ
の
資
産
の
取
得
費
(
そ
の
資
産
を
贈
与
又
は
遺
贈
す
る
た
め
に
支

出
し
た
金
額
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
金
額
を
含
む
。
)
に
相
当
す
る
部
分

の
金
額
が
特
定
寄
付
金
に
な
り
、
損
金
算
入
が
出
来
る
。

ま
た
、
こ
の
場
合
の
寄
付
に
は
、
既
存
の
法
人
に
対
す
る
財
産
の
贈
与

や
遺
贈
の
ほ
か
、
新
た
に
公
益
法
人
を
設
立
す
る
た
め
に
生
前
贈
与
や
遺

言
に
よ
る
財
産
も
含
ま
れ
る
。

(
ロ
)
制
度
の
内
容

i
。
公
益
法
人
と
は

こ
の
場
合
の
公
益
法
人
と
は
、
民
法
第
三
四
条
の
規
定
に
よ
り
設
立
さ

れ
た
法
人
そ
の
他
の
公
益
を
目
的
と
す
る
事
業
を
営
む
法
人
(
例
え
ば
、

財
団
法
人
、
社
団
法
人
、
学
校
法
人
、
宗
教
法
人
、
社
会
福
祉
法
人
な
ど
)

を
い
う
。

日
。
国
税
庁
長
官
の
承
認
を
受
け
る
た
め
の
一
定
の
要
件
と
は
、
次
の
要
件

、
を
い
う
。

②
寄
付
を
受
け
た
公
益
法
人
が
、
収
用
な
ど
や
む
を
得
な
い
理
由
と

し
て
国
税
庁
長
官
が
認
め
る
理
由
に
よ
り
、
そ
の
寄
付
財
産
を
譲
渡

す
る
場
合
は
、
そ
の
譲
渡
代
金
の
全
額
を
代
替
資
産
と
し
て
の
減
価

償
却
資
産
、
土
地
又
は
土
地
の
上
に
存
す
る
権
利
の
取
得
に
充
て
、

か
っ
、
そ
の
代
替
資
産
が
、
寄
付
の
あ
っ
た
日
以
後
二
年
以
内
に
寄

付
を
受
け
た
公
益
法
人
の
公
益
を
目
的
と
す
る
事
業
の
用
に
供
さ

れ
、
又
は
供
さ
れ
る
見
込
み
で
あ
る
こ
と
。

(

C

)

公
益
法
人
に
対
し
て
財
産
を
寄
付
す
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
寄
付
者

の
所
得
税
の
負
担
を
不
当
に
減
少
さ
せ
、
又
は
そ
の
寄
付
者
の
親
族
そ

の
他
こ
れ
ら
の
者
と
特
別
の
関
係
が
あ
る
人
の
相
続
税
若
し
く
は
贈
与

税
の
負
担
を
不
当
に
減
少
さ
せ
る
結
果
と
な
ら
な
い
と
認
め
ら
れ
る
こ

シ」。

am
。
こ
の
(

C

)

(

a

)

そ
の
寄
付
が
、
教
育
文
は
科
学
の
振
興
、
文
化
の
向
上
、
社
会
福
祉

へ
の
貢
献
そ
の
他
公
益
の
増
進
に
著
し
く
寄
与
す
る
こ
と
。

(
b
)
①
寄
付
し
た
財
産
が
、
そ
の
寄
付
に
あ
っ
た
日
以
後
二
年
以
内
に
寄

付
を
受
け
た
公
益
法
人
の
公
益
を
目
的
と
す
る
事
業
の
用
に
供
さ

れ
、
又
は
供
さ
れ
る
見
込
で
あ
る
こ
と
。

の
場
合
の
不
当
減
少
と
な
ら
な
い
と
認
め
ら
れ
る
場
合
の

要
件
は
次
の
通
り
で
あ
る
。

寄
付
を
受
け
た
公
益
法
人
が
次
の
要
件
を
満
た
し
て
い
る
場
合
は
、
「
所

得
税
又
は
贈
与
税
若
し
く
は
相
続
税
の
負
担
を
不
当
に
減
少
さ
せ
る
結
果

と
な
ら
な
い
と
認
め
ら
れ
る
こ
と
し
に
該
当
す
る
も
の
と
さ
れ
て
い
る
。

(

a

)

公
益
法
人
の
運
営
組
織
が
適
正
で
あ
る
と
と
も
に
、
そ
の
寄
付
行
為
、

定
款
又
は
規
則
に
お
い
て
、
そ
の
役
員
等
の
う
ち
特
殊
関
係
者
の
数
が

そ
れ
ぞ
れ
の
役
員
等
の
数
の
う
ち
に
占
め
る
割
合
は
、
い
ず
れ
も
3
分

の
1
以
下
と
す
る
旨
の
定
め
が
あ
る
こ
と
。

(
b
)
公
益
法
人
に
財
産
の
寄
付
を
す
る
者
、
そ
の
公
益
法
人
の
役
員
等
又

は
こ
れ
ら
の
者
の
特
殊
関
係
者
に
対
し
、
施
設
の
利
用
、
金
銭
の
貸
付
、

資
産
の
譲
渡
、
給
与
の
+
又
給
や
役
員
等
の
選
任
そ
の
他
財
産
の
運
用
及

び
事
業
の
運
営
に
関
し
て
特
別
の
利
益
を
与
え
な
い
こ
と
。

(

C

)

公
益
法
人
の
寄
付
行
為
、
定
款
又
は
規
則
に
お
い
て
、
そ
の
法
人
が

解
散
し
た
場
合
に
そ
の
残
余
財
産
が
国
若
し
く
は
地
方
公
共
団
体
又
は

ウ
i
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他
の
公
益
法
人
に
帰
属
す
る
旨
の
定
め
が
あ
る
こ
と
。

(
d
)
公
益
法
人
に
つ
き
公
益
に
反
す
る
事
実
が
な
い
こ
と
o

w
。
承
認
の
取
消

な
お
、
国
税
庁
長
官
の
非
課
税
の
承
認
を
受
け
た
寄
付
で
あ
っ
て
も
、

承
認
要
件
に
該
当
し
な
く
な
っ
た
場
合
は
、
国
税
庁
長
官
は
、
い
つ
で
も

そ
の
承
認
を
取
消
す
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
承
認
が
取
消

さ
れ
る
と
、
そ
の
承
認
の
取
消
し
が
あ
っ
た
年
分
の
譲
渡
所
得
な
ど
と
し

て
所
得
税
が
課
税
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

(
ハ
)
国
税
庁
長
官
の
承
認
を
受
け
る
た
め
の
手
続

1
0

公
益
法
人
に
財
産
の
寄
付
を
し
た
場
合
に
、
譲
渡
所
得
な
ど
に
つ
い
て

国
税
庁
長
官
の
非
課
税
の
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
寸
租
税
特
別

措
置
法
第
四

0
条
の
規
定
に
よ
る
承
認
申
請
書
」
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

un
。
申
請
書
を
提
出
す
る
人

そ
の
寄
付
が
贈
与
で
あ
る
場
合

贈
与
者
(
贈
与
者
が
申
請
書
の
提
出

前
に
死
亡
し
た
場
合
は
、
贈
与
者
の

相
続
人
e

包
括
受
遺
者
)

そ
の
寄
付
が
遺
贈
で
あ
る
場
合

遺
贈
者
の
相
続
人
@
包
括
受
遺
者

…
則
。
申
請
先
の
提
出
先

寄
付
者
の
住
所
地
(
寄
付
者
が
死
亡
し
て
い
る
場
合
は
、
寄
付
者
の
死

亡
時
の
住
所
地
)
の
所
轄
税
務
署
長
、
国
税
局
を
経
由
し
て
国
税
庁
長
官

に
提
出
す
る
。

w。
申
請
書
の
提
出
期
限

寄
付
が
あ
っ
た
日
か
ら
三
か
月
以
内
で
あ
る
。
例
外
と
し
て
贈
与
に
よ

る
寄
付
申
告
が
二
一
月
一
六
日
か
ら
一
一
一
月
一
一
一
一
日
ま
で
の
間
に
あ
っ
た

場
合
に
は
、
所
得
税
の
確
定
期
限
(
翌
年
三
一
月
一
五
日
)
ま
で
で
あ
る
。

v
。
申
請
書
は
、
添
付
書
類
と
と
も
に
三
部
提
出
す
る
必
要
が
あ
る
⑨
。

七
。
特
定
の
公
益
法
人
に
相
続
財
産
を
贈
与
し
た
場
合
の
相
続
税
の
非
課
税
の
特
例

(
1
)
制
度
の
概
要

相
続
又
は
遺
贈
に
よ
り
財
産
を
取
得
し
た
者
が
そ
の
相
続
又
は
遺
贈
に
よ

り
取
得
し
た
財
産
を
そ
の
相
続
税
の
申
告
書
の
提
出
期
限
ま
で
に
国
若
し
く

は
地
方
公
共
団
体
又
は
民
法
第
三
四
条
の
規
定
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
法
人
そ

の
他
の
公
益
を
目
的
と
す
る
事
業
を
営
む
法
人
で
教
育
も
し
く
は
科
学
の
振

興
、
文
化
の
向
上
、
社
会
福
祉
へ
の
貢
献
、
そ
の
他
公
益
の
増
進
に
著
し
く

寄
与
す
る
特
定
の
も
の
(
以
下
「
特
定
の
公
益
法
人
L

と
い
う
。
)
に
対
し
て

贈
与
(
死
因
贈
与
は
除
く
。
)
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
贈
与
に
よ
っ
て
、
そ
の

贈
与
者
又
は
そ
の
親
族
そ
の
他
こ
れ
ら
の
者
と
特
別
な
関
係
に
あ
る
者
の
相

続
税
又
は
贈
与
税
の
負
担
が
不
当
に
減
少
す
る
結
果
と
な
る
と
認
め
ら
れ
る

場
合
を
除
き
、
そ
の
贈
与
し
た
財
産
の
価
格
は
相
続
税
を
課
税
し
な
い
こ
と

と
さ
れ
て
い
る
(
措
法
七
0
の
一
己
。

こ
の
制
度
の
設
け
ら
れ
て
い
る
の
は
、
次
の
よ
う
な
理
由
に
基
づ
く
も
の

で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
相
続
税
法
で
は
、
相
続
又
は
遺
贈
に
よ
り
財
産
を
取

得
し
た
者
が
、
公
益
の
増
進
に
寄
与
す
る
と
こ
ろ
が
著
し
い
と
認
め
ら
れ
る

公
益
事
業
を
行
い
、
か
っ
、
そ
の
取
得
し
た
財
産
を
そ
の
公
益
事
業
の
用
に

供
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
取
得
し
た
財
産
を
そ
の
公
益
事
業
の
用
に
供
す
る

場
合
に
は
、
そ
の
財
産
は
相
続
税
の
非
課
税
財
産
と
す
る
旨
の
規
定
が
設
け

ら
れ
て
い
る
が
、
財
産
を
取
得
し
た
者
が
そ
の
取
得
し
た
財
産
を
公
益
事
業

の
用
に
供
す
る
た
め
公
益
法
人
等
へ
贈
与
し
て
も
、
そ
の
財
産
に
は
相
続
税

が
課
税
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
相
続
開
始
直
後
に
相
続
又

は
遺
贈
に
よ
り
取
得
し
た
財
産
を
公
益
法
人
等
に
贈
与
す
る
場
合
は
、
被
相

。。
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続
人
の
生
前
の
意
思
を
く
ん
で
行
わ
れ
る
こ
と
も
多
い
と
推
察
さ
れ
、
ま
た
、

わ
が
国
の
現
状
で
は
、
な
お
教
育
や
科
学
の
振
興
等
公
益
性
の
高
い
事
業
の

保
護
育
成
が
重
要
で
あ
る
。
そ
こ
で
、
園
、
地
方
公
共
団
体
は
試
験
研
究
法

人
等
に
対
し
て
寄
附
金
の
支
出
が
あ
っ
た
場
合
に
お
け
る
所
得
税
の
寄
附
金

控
除
の
制
度
(
所
法
七
八
)
や
法
人
税
の
損
金
算
入
の
特
例
(
法
法
三
七
③
)

と
の
関
連
を
も
考
慮
し
、
こ
の
制
度
が
設
け
ら
れ
た
も
の
で
あ
る
。

ら
分
与
を
受
け
た
財
産
に
つ
い
て
相
続
税
の
修
正
申
告
書
を
提
出
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
場
合
に
は
、
そ
の
申
告
書
の
提
出
期
限
(
相
法
三
一

②
)
ま
で
と
さ
れ
て
い
る
(
措
法
七
0
の
二
①
か
っ
こ
書
〉
。

ま
た
、
相
続
税
の
申
告
書
の
提
出
期
限
後
に
お
い
て
支
給
額
の
確
定

が
あ
っ
た
退
職
金
手
当
等
(
相
法
一
ニ
①
ニ
)
に
つ
い
て
相
続
税
の
期
限

後
申
告
書
又
は
修
正
申
告
書
を
提
出
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
提
出
の
時

ま
で
と
し
て
取
り
扱
か
わ
れ
て
い
る
(
措
法
七

0
条
の
二
通
達
の
固
な

お
書
)
。

(
3
)
贈
与
の
相
手
方
は
、
園
、
地
方
公
共
団
体
又
は
特
定
の
公
益
法
人
で

あ
る
こ
と
。

こ
の
場
合
の
特
定
の
公
益
法
人
と
は
、
次
に
掲
げ
る
法
人
(
措
令
四

0
)
で
、
既
設
の
法
人
に
限
定
さ
れ
て
い
る
(
措
法
七
0
条
の
二
通
達

の
二
一
〉
。
従
っ
て
、
次
に
掲
げ
る
法
人
を
設
立
す
る
た
め
の
財
産
の
提
供

に
つ
い
て
は
こ
の
制
度
の
適
用
は
な
い
。

①
自
動
車
安
全
運
転
セ
ン
タ
ー
、
理
化
学
研
究
所
、
新
技
術
開
発
事
業

団
、
日
本
原
子
力
研
修
所
、
日
本
原
子
力
船
開
発
事
業
団
、
動
力
炉
・

核
燃
料
開
発
事
業
団
、
宇
宙
開
発
事
業
団
、
海
洋
科
学
技
術
セ
ン
タ
ー
、

国
際
交
流
基
金
、
農
業
機
械
化
研
究
所
、
放
送
大
学
学
園
、
日
本
学
術

振
興
会
、
日
本
科
学
技
術
情
報
セ
ン
タ
ー
、
日
本
私
学
振
興
財
団
、
日

本
育
英
会
、
貿
易
研
修
セ
ン
タ
ー
、
日
本
赤
十
字
社
及
び
国
立
劇
場
。

②
民
法
第
三
十
四
条
の
規
定
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
法
人
の
う
ち
、
次
に

掲
げ
る
も
の
。

ィ
。
科
学
技
術
(
自
然
科
学
に
係
る
も
の
に
限
る
。
以
下
ロ
及
び
ハ

に
つ
い
て
も
同
じ
。
)

ロ
。
科
学
技
術
に
関
す
る
試
験
研
究
を
行
う
者
に
対
す
る
助
成
金
の

支
給
を
主
た
る
目
的
と
す
る
法
人
。

ハ
。
科
学
技
術
に
関
す
る
知
識
及
び
思
想
の
総
合
的
な
普
及
啓
発
を

主
た
る
目
的
と
す
る
法
人
で
、
そ
の
普
及
啓
発
に
係
る
業
務
に
関

-119-

(
2
)
適
用
要
件

こ
の
制
度
の
適
用
を
受
け
る
に
は
、
次
に
掲
げ
る
要
件
を
満
た
す
こ
と
が

必
要
と
さ
れ
て
い
る
。

(
1
)
贈
与
を
し
た
財
産
は
、
相
続
又
は
遺
贈
に
よ
り
取
得
し
た
財
産
で
あ

る
こ
と
。

相
続
又
は
遺
贈
に
よ
り
取
得
し
た
財
産
に
は
、
相
続
税
法
の
規
定
(
相

法
三
、
四
、
七
i
九
)
に
よ
り
相
続
又
は
遺
贈
に
よ
り
取
得
し
た
も
の

と
み
な
さ
れ
る
生
命
保
険
金
、
退
職
手
当
金
等
の
財
産
も
含
ま
れ
る
(
昭

和
三
人
@
一
O
@
二
九
付
直
審
(
資
〉
一
二
ハ
、
直
資
二
ハ
七
「
国
等
に

対
し
て
相
続
財
産
を
贈
与
し
た
場
合
の
相
続
税
の
取
扱
い
」
通
達
(
以

下
「
措
法
七
0
条
の
二
通
達
し
と
い
う
。
)
の
四
)
。

し
か
し
、
相
続
又
は
遺
贈
に
よ
り
財
産
を
取
得
し
た
者
が
、
弔
問
者

に
対
す
る
い
わ
ゆ
る
香
典
返
し
と
し
て
す
る
物
品
の
供
与
に
代
え
、
香

典
と
し
て
取
得
し
た
金
銭
等
の
全
部
又
は
一
部
を
国
等
に
贈
与
し
た
場

合
に
お
け
る
金
銭
等
の
贈
与
等
に
つ
い
て
は
、
こ
の
制
度
の
規
定
の
適

用
は
な
い
(
措
法
七
0
条
の
二
通
達
の
八
三

(
2
)
贈
与
の
時
期
は
、
相
続
税
の
申
告
書
の
提
出
期
限
(
相
法
二
七
①
、

二
九
①
)
ま
で
で
あ
る
こ
と
。

た
だ
し
、
相
続
税
の
申
告
書
の
提
出
後
に
お
い
て
相
続
財
産
法
人
か
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し
固
か
ら
補
助
金
の
交
付
を
受
け
、
か
っ
、
そ
の
交
付
を
受
け
た

日
の
翌
日
か
ら
五
年
を
経
過
し
て
い
な
い
も
の
。

ニ
。
学
術
に
関
す
る
研
究
を
主
た
る
目
的
と
す
る
法
人
(
イ
に
当
る

も
の
は
除
く
。
)
で
、
日
本
育
英
会
法
施
行
令
第
十
九
条
第
三
項
第

七
号
の
指
定
を
受
け
て
い
る
も
の
。

ホ
。
学
校
教
育
法
第
一
条
に
規
定
す
る
学
校
(
③
に
お
い
て
「
学
校
」

と
い
う
J
に
お
け
る
教
育
に
対
す
る
助
成
を
主
た
る
目
的
と
す
る

法
人
。

(
注
)
上
記
の
寸
学
校
し
と
は
、
小
学
校
、
中
学
校
、
高
等
学
校
、
大

学
、
高
等
専
門
学
校
、
盲
学
校
、
聾
学
校
、
養
護
学
校
及
び
幼
稚

園
を
い
い
、
各
種
学
校
及
び
専
修
学
校
は
含
ま
れ
な
い
。

へ
。
学
生
若
し
く
は
生
徒
に
対
す
る
学
資
の
支
給
若
し
く
は
貸
与
又

は
こ
れ
ら
の
者
の
修
学
を
援
助
す
る
た
め
の
寄
宿
舎
の
設
置
運
営

を
主
た
る
目
的
と
す
る
法
人
。

ト
。
青
少
年
に
対
し
て
寵
全
な
社
会
教
育
を
行
う
こ
と
を
主
た
る
目

的
と
す
る
法
人
の
う
ち
そ
の
業
務
が
全
国
の
区
域
に
及
ぶ
も
の

で
、
そ
の
業
務
に
関
し
固
か
ら
助
成
金
の
交
付
を
受
け
、
か
っ
、

そ
の
交
付
を
受
け
た
日
の
翌
日
か
ら
二
年
を
経
過
し
て
い
な
い
も

の。

主
た
る
目
的
と
す
る
法
人
。

ヌ
。
博
物
館
法
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
博
物
館
の
設
置
運
営
を

主
た
る
目
的
と
す
る
法
人
。

(
注
)
上
記
の
「
博
物
館
し
と
は
、
博
物
館
法
第
一

0
条
の
規
定
に
よ

る
博
物
館
と
し
て
の
登
録
を
受
け
た
も
の
に
限
ら
れ
て
い
る
。

ル
。
財
団
法
人
日
本
体
育
協
会
。

ヲ
。
更
生
緊
急
保
護
法
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
更
生
保
護
事
業

を
主
た
る
目
的
と
す
る
法
人
。

ヮ
。
貧
困
者
の
訴
訟
援
助
を
主
た
る
目
的
と
す
る
法
人
の
う
ち
そ
の

業
務
が
全
国
の
区
域
に
及
ぶ
も
の
で
、
そ
の
業
務
に
関
し
国
か
ら

補
助
金
の
交
付
を
受
け
、
か
っ
、
そ
の
交
付
を
受
け
た
日
の
翌
年

か
ら
二
年
を
経
過
し
て
い
な
い
も
の
。

ヵ
。
自
然
環
境
の
保
全
の
た
め
野
生
動
物
の
保
護
繁
殖
に
関
す
る
業

務
を
行
う
こ
と
を
主
た
る
目
的
と
す
る
法
人
で
、
そ
の
業
務
に
関

し
国
若
し
く
は
地
方
公
共
団
体
の
委
託
を
受
け
て
い
る
も
の
又
は

国
土
の
緑
化
事
業
の
推
進
を
主
た
る
目
的
と
す
る
法
人
の
う
ち
そ

の
業
務
が
全
国
の
区
域
に
及
ぶ
も
の
で
、
そ
の
業
務
に
関
し
国
か

ら
補
助
金
を
寸
の
交
付
を
受
け
、
勝
、
そ
の
交
付
を
受
け
た
日
の

翌
年
か
ら
二
年
を
経
過
し
て
い
な
い
も
の
。

③
私
立
学
校
法
第
三
一
条
に
規
定
す
る
学
校
法
人
で
学
校
の
設
置
を
主
た

る
目
的
と
す
る
も
の
。

(
注
)
上
記
の
寸
学
校
L

に
つ
い
て
は
、
②
の
ホ
の
(
注
)
を
参
照
。

所
謂
一
条
校
の
み
で
あ
る
。

④
社
会
福
祉
法
人

な
お
、
公
立
の
学
校
等
国
又
は
地
方
公
共
団
体
の
設
置
す
る
施
設
の

建
設
又
は
拡
張
等
の
目
的
を
も
っ
て
設
立
さ
れ
た
後
援
会
等
に
対
す
る

財
産
の
贈
与
(
死
因
贈
与
を
除
く
。
)
で
あ
っ
て
も
、
そ
の
贈
与
財
産
が

最
終
的
に
国
又
は
地
方
公
共
団
体
に
帰
属
し
、
又
は
帰
属
す
る
こ
と
が
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チ
。
芸
術
の
普
及
向
上
に
関
す
る
業
務
を
行
う
こ
と
を
主
た
る
目
的

と
す
る
法
人
又
は
文
化
財
保
護
法
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
文

化
財
の
保
存
及
び
活
用
に
関
す
る
業
務
を
行
う
こ
と
を
主
た
る
目

的
と
す
る
法
人
で
、
そ
の
普
及
向
上
に
関
す
る
業
務
又
は
そ
の
保

存
及
び
活
用
に
関
す
る
業
務
に
関
し
国
か
ら
補
助
金
の
交
付
を
受

け
、
か
っ
、
そ
の
交
付
を
受
け
た
日
の
翌
年
か
ら
二
年
を
経
過
し

て
い
な
い
も
の
。

リ
。
国
書
館
法
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
図
書
館
の
設
置
運
営
を

416 
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明
ら
か
な
場
合
に
は
、
そ
の
贈
与
は
、
国
又
は
地
方
公
共
団
体
に
対
す

る
贈
与
に
該
当
す
る
も
の
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
て
い
る
(
措
法
第
七
0

条
の
二
通
達
の
二
)
。

(
4
)
贈
与
に
よ
り
贈
与
者
又
は
そ
の
親
族
そ
の
他
こ
れ
ら
の
者
と
特
別
の

関
係
が
あ
る
者
の
相
続
税
又
は
贈
与
税
の
負
担
が
不
当
に
減
少
す
る
結

果
と
な
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
で
な
い
こ
と
。

こ
の
判
定
に
つ
い
て
は
、
相
続
税
法
第
六
六
条
第
四
項
の
規
定
に
よ

り
公
益
法
人
等
に
対
し
て
贈
与
税
を
課
税
す
る
こ
と
と
な
る
場
合
の
取

扱
い
(
第
三
節
I
の
四
参
照
)
に
準
じ
て
取
り
扱
う
も
の
と
さ
れ
て
い

る
(
措
法
七

0
条
の
二
通
達
の
一

0
)
。

な
お
、
こ
の
制
度
は
、
財
産
の
贈
与
を
受
け
た
法
人
が
特
定
の
公
益

法
人
で
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
特
定
の
公
益
法
人
が
、
贈
与
を
受
け
た

日
か
ら
二
年
を
経
過
し
た
日
ま
で
に
特
定
の
公
益
法
人
に
該
当
し
な
い

こ
と
に
な
っ
た
と
き
、
又
は
そ
の
二
年
を
経
過
し
た
日
に
お
い
て
な
お

そ
の
贈
与
を
受
け
た
財
産
を
そ
の
公
益
を
目
的
と
す
る
事
業
の
用
に
供

し
て
い
な
い
と
き
は
、
適
用
し
な
い
こ
と
に
な
っ
て
お
り
(
措
法
七
0

条
の
二
②
三
こ
の
場
合
に
は
、
そ
の
二
年
を
経
過
し
た
日
の
翌
日
か
ら

四
月
以
内
に
相
続
税
の
修
正
申
請
書
等
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

こ
と
と
さ
れ
て
い
る
(
措
法
七

0
の
三
①
、
②
)
。

尚
特
定
公
益
増
進
法
人
に
該
当
す
る
証
明
書
は
所
轄
庁
よ
り
発
行
さ

れ
て
い
る
。

学技法人及び準学校法人の課税とその問題点

入
。
収
益
事
業
の
範
囲
に
関
す
る
注
意
事
項

基
本
通
達
(
昭
和
四
四
年
五
月
一
日
有
審
(
法
)
二
五
(
例
規
む
に
つ
い
て
そ
の

あ
ら
ま
し
を
述
べ
る
が
、
そ
の
全
文
は
七

0
項
目
以
上
で
あ
る
た
め
、
と
く
に
学
校

法
人
に
影
響
す
る
部
分
の
み
を
挙
げ
る
こ
と
に
す
る
。
(
以
下
、
例
え
ば
一
五
一

一
と
あ
る
の
は
、
法
人
税
基
本
通
達
の
番
号
を
示
し
て
い
る
。
)
尚
、
法
人
税
基
本

通
達
の
制
定
に
つ
い
て
の
説
明
に
よ
る
と
通
達
の
個
々
の
規
定
が
適
正
な
企
業
会
計

慣
行
を
尊
重
し
つ
つ
個
別
的
事
情
に
即
し
た
課
税
処
理
を
行
う
た
め
の
基
準
と
な
る

よ
う
配
慮
し
た
と
記
さ
れ
て
い
る
。

(
公
益
法
人
等
の
本
来
の
事
業
が
収
益
事
業
に
該
当
す
る
場
合
)
新
設

五

と
こ
ろ
で
公
益
法
人
等
が
税
法
上
の
収
益
事
業
に
該
当
す
る
事
業
を
営
ん
で
い
る

う
場
合
に
は
、
た
と
え
そ
の
営
ん
で
い
る
事
業
が
そ
の
公
益
法
人
等
の
本
来
の
目
的

に
あ
る
事
業
で
あ
っ
て
も
、
そ
の
事
業
か
ら
生
ず
る
所
得
に
つ
い
て
法
人
税
が
課
せ

ら
れ
る
こ
と
が
明
ら
か
に
し
て
い
る
。
こ
こ
に
い
う
「
本
来
の
目
的
た
る
事
業
L

と

は
そ
の
公
益
法
人
等
の
存
立
目
的
で
あ
る
本
来
の
事
業
を
意
味
し
て
お
り
、
公
益
法

人
で
あ
れ
ば
主
管
官
庁
の
設
立
認
可
を
得
る
た
め
の
目
的
事
業
が
あ
り
、
そ
の
目
的

事
業
は
当
然
寄
付
行
為
等
に
明
記
さ
れ
て
い
る
か
ら
一
般
的
に
は
、
寄
付
行
為
記
載

の
事
業
と
考
え
る
べ
き
も
の
で
あ
る
⑩
。

学
校
法
人
は
、
本
来
、
教
育
研
究
活
動
を
目
的
と
し
て
設
立
さ
れ
た
も
の
で
あ
り
、

営
利
を
目
的
と
す
る
も
の
で
は
な
い
。
し
か
し
な
が
ら
、
そ
の
法
人
の
活
動
、
が
他
の

営
利
企
業
と
競
合
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
活
動
を
収
益
事
業
と
み
な
し
課
税
す
る
立

場
を
と
っ
て
い
る
の
で
、
そ
の
公
益
性
の
有
無
で
判
断
す
る
の
で
は
な
く
、
そ
の
事

業
が
収
益
事
業
で
あ
る
か
ど
う
か
、
実
質
的
に
解
釈
す
る
こ
と
と
し
た
。
例
え
ば
、

学
校
法
人
が
後
で
述
べ
る
技
芸
教
授
業
を
行
っ
て
い
れ
ば
、
本
来
の
教
育
活
動
の
一

環
で
あ
っ
て
も
課
税
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

(
公
益
法
人
等
の
本
来
の
事
業
が
収
益
事
業
に
該
当
す
る
場
合
こ
五
一
一
(
省

略
)(

委
託
契
約
等
に
よ
る
事
業
)
一
五
一
二
(
省
略
)

(
共
済
事
業
)
新
設
一
五
一
一
一
一
(
昭
和
五
六
、
直
法
二

l
一
六
追
加
)

つん
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学
校
法
人
が
教
職
員
等
の
た
め
の
共
済
事
業
と
し
て
各
種
の
事
業
を
行
う
場
合
、

そ
れ
が
共
済
事
業
だ
か
ら
非
課
税
と
い
う
の
で
は
な
く
、
そ
の
共
済
事
業
の
内
容
が

収
益
事
業
に
該
当
す
れ
ば
課
税
さ
れ
る
。
例
え
ば
、
教
職
員
共
済
貸
付
は
、
一
定
の

要
件
を
除
き
「
金
銭
貸
付
業
L

に
、
構
成
員
が
団
体
生
命
な
ど
に
加
入
す
る
た
め
の

事
務
代
行
を
行
う
保
険
共
済
は
、
「
請
負
業
L

に
該
当
す
る
。

(
事
業
場
を
設
け
て
営
ま
れ
る
も
の
)
改
正

二
一
六
改
正
〉

(
継
続
し
て
営
ま
れ
る
も
の
)
改
正

六
改
正
)

一
五
|
一
ー
ー
四
(
昭
和
五
六
、
直
法

VoL28-A， 

一
五
一
五
(
昭
和
五
六
、
直
法
三

l
十

平成 5年，

事
務
所
を
設
け
て
営
ま
れ
る
も
の
と
は
、
一
ヶ
所
に
固
定
さ
れ
た
施
設
を
も
っ
て

営
業
す
る
も
の
の
ほ
か
、
事
業
の
性
質
に
応
じ
て
事
業
活
動
上
の
拠
点
と
し
て
の
機

能
を
有
す
る
も
の
も
含
ま
れ
る
。

継
続
し
て
営
ま
れ
る
も
の
と
は
、
一
定
期
間
引
続
い
て
行
う
も
の
だ
け
で
な
く
、

継
続
的
に
、
も
し
く
は
不
定
期
的
に
反
復
し
て
行
わ
れ
る
場
合
も
該
当
す
る
。
な
お
、

「
特
掲
事
業
」
と
い
う
の
は
、
前
文
の
は
じ
め
に
列
挙
し
た
事
業
を
い
う
。

例
え
ば
土
地
の
造
成
及
び
分
譲
、
全
集
又
は
辞
典
の
出
版
等
の
よ
う
に
通
常
一
の

事
業
計
画
に
基
づ
く
事
業
の
遂
行
に
相
当
期
聞
を
要
す
る
も
の
も
含
む
。

第28号A，愛知工業大学研究報告，

(
付
随
行
為
)
改
正

一
五
一
」
ハ
(
昭
和
五
六
直
法
二
|
一
六
改
正
)

収
益
事
業
の
範
囲
と
し
て
、
前
に
三
二
業
種
を
列
挙
し
た
が
、
こ
の
事
業
に
該
当

し
た
場
合
、
こ
れ
に
付
随
し
て
行
わ
れ
る
行
為
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
収
益
事
業
に
含
ま

れ
る
。
例
え
ば
、
技
芸
教
授
業
を
営
む
学
校
法
人
が
技
芸
教
授
に
係
る
教
科
書
に
係

る
販
売
を
行
っ
て
い
る
場
合
は
、
そ
の
販
売
は
技
芸
教
授
業
の
付
随
行
為
と
み
な
さ

れ
る
。
要
す
る
に
通
常
そ
の
収
益
事
業
に
係
る
事
業
活
動
の
一
環
と
し
て
、
又
は
こ
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れ
に
関
係
し
て
行
わ
れ
る
行
為
を
云
う
も
の
と
さ
れ
る
。

(
収
益
事
業
の
所
得
の
運
用
)
改
正

正
)

一
五
一
|
七
(
昭
和
五
六
直
法
|
一
六
新

収
益
事
業
か
ら
生
じ
た
預
金
等
の
運
用
に
よ
っ
て
生
ず
る
利
息
配
当
金
な
ど
の
果

実
は
、
通
常
、
収
益
事
業
の
付
随
行
為
と
し
て
課
税
さ
れ
る
が
、
経
理
を
区
分
し
、

そ
の
運
用
資
産
の
一
部
を
教
育
事
業
に
移
管
し
た
と
き
は
、
こ
れ
か
ら
生
ず
る
果
実

は
課
税
対
象
か
ら
除
外
で
き
る
。
た
だ
し
、
そ
の
収
益
事
業
の
運
営
に
通
常
必
要
と

さ
れ
る
資
金
以
外
の
も
の
と
し
て
、
そ
の
範
囲
を
限
定
し
て
い
る
。

即
ち
収
益
事
業
の
遂
行
上
、
通
常
必
要
な
範
囲
の
も
の
や
、
不
動
産
貸
付
業
の
保

証
金
等
に
係
る
も
の
は
区
分
経
理
出
来
な
い
も
の
と
さ
れ
る
⑪
。

(
身
体
障
害
者
等
従
事
割
合
の
制
定
)
一
五
一

lil--
入
(
省
略
)

ワム

九
。
物
品
販
売
業

(
物
品
販
売
業
の
範
閤
)
改
正
一
五
|
一
九
(
昭
五
六
直
法
二
十
六
改
正
)

(
宗
教
法
人
、
学
校
法
人
等
の
物
品
販
売
)
改
正
一
五
一
ー
ー
一

0

(
昭
五
六
直

法
二
|
一
六
改
正
)

(
文
部
大
臣
が
指
定
し
た
学
校
給
食
会
)
改
正
一
五
一
ー
ー
一
一

二
十
六
、
昭
五
七
直
法
二
一
一
、
昭
六
三
直
法
二
一
改
正
)

(
映
五
六
直
法

以
上
の
通
達
の
う
ち
、
一
五
一

l
l

一
0
に
記
載
さ
れ
た
学
校
法
人
等
の
物
品
販

売
の
具
体
的
取
扱
い
が
、
き
わ
め
て
重
要
と
思
う
。

ま
ず
、
教
科
書
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
教
材
に
つ
い
て
は
、
そ
の
定
義
を
明
ら
か

に
し
、
教
科
書
、
参
考
書
、
問
題
集
等
、
学
校
の
指
定
に
よ
り
授
業
に
用
い
る
た
め
、

そ
の
学
校
の
学
生
、
生
徒
等
を
対
象
と
し
て
販
売
さ
れ
る
も
の
と
し
て
い
る
。
こ
の

よ
う
な
教
科
書
一
の
販
売
は
、
物
品
販
売
業
に
該
当
せ
ず
収
益
事
業
に
な
ら
な
い
。
た
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だ
し
、
技
芸
教
授
業
に
係
わ
る
教
科
書
等
の
販
売
は
、
そ
の
も
と
に
な
る
技
芸
教
授

業
が
課
税
事
業
で
あ
る
か
ら
、
付
随
行
為
と
し
て
そ
の
販
売
行
為
も
収
益
事
業
に
含

ま
れ
る
。

以
上
の
教
科
書
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
教
材
以
外
の
出
版
物
、
例
え
ば
授
業
指
定

外
の
単
な
る
参
考
書
の
販
売
は
物
品
販
売
業
に
該
当
す
る
。
こ
の
取
扱
い
は
、
技
芸

教
授
業
に
該
当
す
る
か
ど
う
か
に
関
係
な
く
、
学
校
教
育
法
第
一
条
校
も
含
め
て
す

べ
て
収
益
事
業
と
な
る
。
ま
た
、
ノ
i
ト
、
筆
記
具
な
ど
の
文
房
一
具
、
布
地
、
糸
、

編
糸
な
ど
の
用
具
の
脹
売
は
、
た
と
え
授
業
に
教
材
と
し
て
指
定
さ
れ
て
い
る
も
の

で
あ
っ
て
も
物
品
販
売
業
に
該
当
し
、
課
税
対
象
と
な
る
。
例
え
ば
、
高
等
学
校
に

お
い
て
家
政
教
育
上
、
布
地
や
糸
を
販
売
し
た
場
合
、
美
術
教
育
上
、
絵
具
や
キ
ャ

ン
パ
ス
の
販
売
を
し
た
場
合
な
ど
が
該
当
す
る
。

学
校
法
人
が
行
う
制
服
、
制
帽
な
ど
の
販
売
に
つ
い
て
は
、
従
来
「
物
品
販
売
業
」

に
該
当
す
る
か
ど
う
か
疑
義
が
あ
っ

た
が
、
授
業
に
お
い
て
教
材
と
し
て
指
定
す
る
も
の
で
な
く
、
し
か
も
、
外
部
の
業

者
が
販
売
で
き
る
も
の
で
あ
る
か
ら
と
い
う
理
由
で
、
今
回
、
物
品
販
売
業
に
含
む

こ
と
を
明
確
に
し
た
。
ま
お
、
運
動
靴
、
運
動
衣
な
ど
も
前
記
一
五
l
一ーー一

0
の

(
3
)
に
含
め
て
物
品
脹
売
業
の
対
象
と
な
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

ま
た
、
制
服
、
制
帽
な
ど
を
直
接
、
学
校
が
販
売
し
な
い
で
、
外
部
の
業
者
に
販

売
を
依
頼
し
、
学
校
法
人
が
そ
の
業
者
か
ら
手
数
料
や
あ
っ
せ
ん
料
な
ど
を
収
入
す

る
場
合
は
、
「
物
品
販
売
業
L

ま
た
は
「
仲
立
業
」
と
し
て
収
益
事
業
の
対
象
と
な
る

か
ら
注
意
が
必
要
で
あ
る
。

但
し
学
校
法
人
等
が
行
う
バ
ザ
I
で
年
一
、
二
回
開
催
さ
れ
る
程
度
の
も
の
は
物

品
販
売
業
に
該
当
し
な
い
も
の
と
し
て
い
る
。

学校法人及び準学校法人の課税とその問題点

十
、
不
動
産
脹
売
業

(
不
動
産
販
売
業
の
範
囲
)

(
特
定
法
人
の
範
囲
)

一
五
一
一
一
一
(
省
略
)

一
五
一

l
一
一
ニ
(
省
略
ノ

十
一
。
金
銭
貸
付
業

(
金
銭
貸
付
業
の
範
囲
)
新
設

一
五
l
一
一
四
(
昭
五
六
直
法
二

l
十
六
追
加
)

今
回
、
公
益
法
人
等
が
行
う
金
銭
貸
付
け
か
ら
生
ず
る
利
息
収
入
な
ど
は
、
特
定

の
者
に
対
す
る
貸
付
け
で
あ
っ
て
も
金
銭
貸
付
業
と
し
て
課
税
対
象
に
含
ま
れ
る
こ

と
を
明
確
に
し
た
。
な
お
、
有
価
証
券
の
現
先
取
引
は
、
最
近
、
学
校
法
人
に
お
い

て
も
資
金
運
用
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
の
実
態
は
、
公
社
債
の
買
戻

し
(
売
戻
し
)
条
件
付
売
買
で
、
有
価
証
券
売
買
に
類
似
し
て
い
る
た
め
、
そ
の
利

息
収
入
は
、
金
銭
貸
付
業
に
該
当
せ
ず
、
課
税
し
な
い
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
。

つ
ぎ
に
、
学
校
法
人
が
教
職
員
な
ど
を
対
象
と
し
、
住
宅
貸
付
制
度
な
ど
い
わ
ゆ

る
共
済
的
貸
付
を
行
っ
て
い
る
場
合
、
つ
ぎ
の
各
条
件
に
す
べ
て
を
備
え
て
い
れ
ば

金
銭
貸
付
業
に
該
当
し
な
い
こ
と
と
し
た
。

①
そ
の
教
職
員
等
の
拠
出
に
係
る
資
金
を
主
た
る
原
資
と
し
て
い
る
こ
と

②
金
銭
の
貸
付
け
対
象
が
教
職
員
等
特
定
で
あ
る
こ
と

③
利
率
は
年
7
0
3
%以
下
で
あ
る
こ
と

以
上
に
よ
っ
て
、
学
校
法
人
が
自
己
の
資
金
を
教
職
員
に
貸
付
け
て
い
る
場
合
は
、

た
と
え
利
率
が
年
7
0
3
%以
下
で
あ
っ
て
も
金
銭
貸
付
業
の
対
象
に
な
る
か
ら
注

意
す
る
。

-123-

又
一
般
に
「
金
銭
の
貸
付
」
と
い
う
場
合
に
は
、
金
銭
消
費
貸
借
契
約
に
基
づ
い

て
金
銭
貸
付
を
行
う
も
の
の
他
、
こ
れ
と
同
様
の
経
済
的
実
質
を
持
つ
も
の
が
含
ま

れ
る
と
解
さ
れ
る
も
の
で
、
手
形
割
引
の
方
法
に
よ
る
資
金
の
供
給
行
為
は
当
然
含

ま
れ
る
と
解
さ
れ
る
。

(
金
銭
貸
付
業
に
該
当
し
な
い
共
済
貸
付
け
)

一
五
一
1

一
五
(
省
略
)

十

不
動
産
貸
付
業

(
物
品
貸
付
業
の
範
囲
)

一
五
一
二
ハ
(
省
略
〉
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(
不
動
産
貸
付
業
の
範
囲
〉
新
設

加〉(
非
課
税
と
さ
れ
る
墳
墓
地
の
貸
係
け
)
一
五
|
一
ー
一
入
(
省
略
〉

(
非
課
税
と
さ
れ
る
国
等
に
対
す
る
不
動
産
の
貸
付
〉
改
正
一
五
|
一
ー
ー
一
九
(
昭

五
六
直
法
二
一
六
改
正
)

一
五
品

l
一
七
(
昭
五
六
直
法
二
一
」
ハ
追

VoI.28-A. 

不
動
産
貸
付
業
と
は
、
不
動
産
の
全
部
又
は
一
部
を
そ
の
利
用
者
に
あ
る
期
間
、

利
用
者
の
管
理
の
下
に
移
し
て
利
用
さ
せ
る
行
為
で
あ
る
。
こ
れ
が
倉
庫
業
、
席
貸

業
な
ど
に
該
当
す
る
場
合
は
、
倉
庫
業
な
ど
と
し
て
収
益
事
業
に
含
ま
れ
る
の
で
不

動
産
貸
付
業
に
該
当
し
な
い
。
ま
た
、
従
来
、
園
、
地
方
公
共
団
体
に
対
す
る
貸
付

け
の
ほ
か
、
他
の
公
共
法
人
、
公
益
法
人
等
に
そ
れ
ら
の
事
業
目
的
の
用
に
貸
付
け

る
場
合
は
非
課
税
と
さ
れ
て
い
た
が
、
昭
和
五
六
年
の
法
律
改
正
に
よ
っ
て
国
又
は

地
方
公
共
団
体
に
対
し
直
接
貸
付
け
ら
れ
る
も
の
の
み
に
限
り
非
課
税
と
す
る
こ
と

と
さ
れ
た
。

し
た
が
っ
て
、
学
校
法
人
が
食
堂
、
売
庖
な
ど
を
他
の
業
者
に
経
営
さ
せ
て
家
賃

を
定
期
的
に
収
入
す
る
行
為
は
不
動
産
貸
付
業
に
該
当
す
る
。
ま
た
教
職
員
寮
を
所

有
し
、
家
賃
を
徴
収
す
る
場
合
も
該
当
す
る
。
た
だ
し
、
学
生
生
徒
等
の
寄
宿
舎
を

経
営
し
、
そ
の
法
人
に
在
籍
し
て
い
る
学
生
生
徒
か
ら
徴
す
る
寮
費
収
入
に
つ
い
て

は
、
旅
館
業
に
該
当
す
る
か
ど
う
か
に
よ
っ
て
判
定
さ
れ
る
。

な
お
、
主
と
し
て
住
宅
用
土
地
と
し
て
貸
付
け
る
場
合
で
、
一
定
の
要
件
に
該
当

す
れ
ば
課
税
さ
れ
な
い
(
基
通
一
五
l
一ーー二

o
i二
一
)
。
(
非
課
税
と
さ
れ
る
住

宅
用
地
の
貸
付
け
一
五
i
一ーー二

O
、
低
廉
貸
付
け
の
判
定
l
一
五
一
一
一
一
)

学
校
法
人
が
、
施
設
を
土
曜
日
、
日
曜
日
又
は
夜
間
な
ど
通
常
の
業
務
に
使
用
し

な
い
日
時
に
他
の
者
に
継
続
的
に
、
又
は
断
続
的
に
貸
付
け
る
行
為
、
例
え
ば
、
予

備
校
、
進
学
塾
な
ど
に
対
す
る
貸
付
け
は
、
後
で
述
べ
る
席
貸
業
と
の
関
係
つ
も
あ

る
が
、
相
当
期
間
、
特
定
の
者
に
利
用
さ
せ
る
の
だ
か
ら
不
動
産
貸
付
業
又
は
席
貸

業
に
該
当
す
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
な
お
収
益
事
業
と
な
る
寸
不
動
産
貸
付
業
L
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か
ら
除
外
さ
れ
る
住
宅
用
地
の
貸
付
に
つ
い
て
は
、
そ
の
貸
付
の
対
価
が
低
廉
な
対

価
で
あ
る
こ
と
が
必
要
と
さ
れ
、
そ
の
貸
付
に
係
る
土
地
に
つ
い
て
課
さ
れ
る
固
定

資
産
税
及
び
都
市
計
画
で
そ
の
貸
付
期
聞
に
係
る
も
の
の
合
計
額
の
三
倍
以
下
の
金

額
で
あ
る
と
定
め
ら
れ
て
い
る
(
法
人
税
施
行
令
五
条
第
一
項
第
五
号
へ
法
人
税

法
施
行
規
程
四
の
二
)
。

十
三
、
製
造
業

(
製
造
業
の
範
閤
)
一
五
一

l
一
一
一
一
(
省
略
)

(
研
究
試
作
品
等
の
販
売
〉
一
五
1

一
二
三
(
省
略
)

十
四
。
通
信
業

(
通
信
業
の
範
囲
〉
新
設

一
五
|
一
|
二
四
(
昭
五
六
直
法
ニ
|
一
六
追
加
)

従
来
、
収
益
事
業
と
し
て
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
も
の
と
し
て
、
い
わ
ゆ

る
赤
電
話
、
青
電
話
、
黄
電
話
な
ど
を
設
置
す
る
公
衆
電
話
サ
ー
ビ
ス
業
務
が
あ
る
。

赤
電
話
な
ど
の
公
衆
電
話
サ
ー
ビ
ス
業
務
は
、
電
話
に
よ
る
他
人
の
通
信
を
介
助
す

る
業
務
で
あ
る
か
ら
と
し
て
今
回
、
通
信
業
に
当
た
る
こ
と
と
さ
れ
た
。
学
校
法
人

に
お
い
て
は
、
そ
の
大
部
分
が
学
生
生
徒
な
ど
の
サ
ー
ビ
ス
業
務
と
し
て
赤
電
話
が

設
置
さ
れ
て
い
る
の
で
、
こ
の
こ
と
は
今
後
、
相
当
問
題
に
な
る
も
の
と
考
え
ら
れ

る
。
又
他
の
者
の
た
め
に
有
償
で
行
う
フ
ァ
ク
シ
ミ
リ
、
テ
レ
ッ
ク
ス
、
海
外
テ
レ

フ
ォ
ン
の
業
務
は
、
ま
さ
に
通
信
設
備
を
他
人
の
通
信
の
用
に
供
す
る
事
業
で
あ
り
、

「
通
信
業
L

に
該
当
す
る
こ
と
に
な
る
。

a
4
 

q
，u
 

十
五
、
運
送
業

(
運
送
業
の
範
囲
)

一五
l
一
ー
ー
二
五
(
省
略
)

十
六
、
倉
庫
業

(
倉
庫
業
の
範
囲
〉

i
一
五
|
一
一
一
六
(
省
略
)
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十
七
。
請
負
業

(
請
負
業
の
範
閤
)
一
五
1

一
1111

一一七

(
実
費
弁
償
に
よ
る
事
務
処
理
の
受
託
等
)

(
請
負
業
と
他
の
特
掲
事
業
と
の
関
係
)

一
五
一
l
|

二
八
(
省
略
)

一
五
l
一

二

九

学校法人及びl.¥!l学校法人の諜税とその問題点、

請
負
業
は
、
事
務
処
理
の
委
託
を
受
け
る
業
も
含
ま
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
た
め
、

そ
の
範
囲
は
き
わ
め
て
広
く
解
釈
さ
れ
る
。
例
え
ば
、
団
体
生
命
な
ど
に
加
入
す
る

こ
と
に
つ
い
て
そ
の
事
務
の
代
行
を
行
う
保
険
共
済
は
請
負
業
に
該
当
す
る
う
も
の

と
し
て
い
る
。

十
八
、
印
刷
業

(
印
刷
業
の
範
囲
)

一
五
i
一

三

O
(省
略
)

十
九
、
出
版
業

(
出
版
業
の
範
囲
)
一
五
l
一l
l

一
一
一
一
(
省
略
)

(
特
定
の
資
格
)
一
五
1

一
一
二
二
(
省
略
)

(
会
報
を
専
ら
そ
の
会
員
に
配
布
す
る
こ
と
)
一
五
l
一
ー
ー
三
五
(
省
略
)

(
代
価
に
代
え
て
会
費
を
徴
収
し
て
行
う
出
版
物
の
発
行
)
一
五
一
|
一
三
ハ
(
省

略
)

二
十
、
写
真
業

(
写
真
業
の
範
囲
)

一
五
|
一
三
七
(
省
略
)

二
十
一
、
席
貸
業

(
席
貸
業
の
範
囲
)
新
設

五
九
直
法
二
一
二
改
正
)

一
五
l
一
一
一
一
八
(
昭
五
六
直
法
ニ
l
十
六
追
加
、
昭

不
特
定
又
は
多
数
の
者
の
娯
楽
、
遊
興
又
は
慰
安
の
用
に
供
す
る
た
め
席
貸
し
を

行
う
事
業
は
「
席
貸
業
し
と
し
て
収
益
事
業
の
対
象
と
な
る
。
本
文
の
注
の
一
で
は
、

学
校
法
人
が
主
と
し
て
自
ら
利
用
す
る
集
会
場
、
野
球
場
、
テ
ニ
ス
コ
ー
ト
、
体
育

館
等
を
有
し
て
い
る
場
合
、
在
籍
し
て
い
る
学
生
生
徒
等
に
利
用
さ
せ
る
よ
う
に
本

来
の
目
的
に
よ
る
も
の
は
、
当
然
、
席
貸
業
に
該
当
し
な
い
が
、
そ
の
施
設
を
在
籍

し
て
い
る
学
生
生
徒
等
以
外
に
、
不
特
定
又
は
多
数
の
者
に
席
貸
し
し
て
い
る
と
き

は
、
席
貸
業
に
該
当
す
る
。
例
え
ば
、
テ
ニ
ス
コ
ー
ト
を
他
に
利
用
さ
せ
収
入
し
て

い
る
場
合
、
そ
れ
が
不
定
期
又
は
断
続
的
で
あ
っ
て
も
継
続
し
て
貸
付
か
て
い
る
と

き
は
収
益
事
業
に
該
当
す
る
。

ま
た
、
本
文
か
っ
こ
書
に
あ
る
と
お
り
不
動
産
貸
付
業
に
該
当
す
る
も
の
は
、
席

貸
業
に
含
ま
れ
な
い
。
こ
れ
は
長
期
に
わ
た
り
継
続
し
て
専
用
的
に
貸
付
け
る
行
為
、

つ
ま
り
不
動
産
貸
付
業
と
の
区
分
を
明
確
に
し
た
も
の
で
あ
る
。

(
会
員
に
準
ず
る
者
)
一
五
l
一
ー
!
三
八
の
二
(
省
略
)

(
利
用
の
対
価
の
額
が
実
費
の
範
囲
を
超
え
な
い
も
の
)
一
五
i
一
三
八
の
三
(
省

略
)

戸

h
d

二
十
二
。
旅
館
業

(
旅
館
業
の
範
囲
)
改
正
一
五
一
|
三
九
(
昭
五
六
、
直
法
二
|
一
六
改
正
)

(
公
益
法
人
等
の
経
営
に
係
る
学
生
寮
)
一
五
一
1111
四
O
(省
略
)

(
学
校
法
人
等
の
経
営
す
る
寄
宿
舎
)
改
正
一
五
一
四
一
(
昭
五
六
、
直
法

二
一
六
改
正
)旅

館
業
に
は
、
下
宿
営
業
、
旅
館
業
法
に
よ
る
旅
館
業
の
許
可
を
受

け
な
い
も
の
も
含
む
も
の
と
し
て
広
く
実
質
的
に
定
義
し
て
い
る
。
た
だ
し
、
学
校

法
人
に
お
け
る
在
学
生
の
寄
宿
舎
経
営
は
、
旅
館
業
に
該
当
せ
ず
、
収
益
事
業
に
な

ら
な
い
。
な
お
、
技
芸
教
授
業
を
営
む
場
合
、
そ
の
在
学
生
等
を
対
象
と
し
た
寄
宿

舎
の
経
営
は
、
付
随
す
る
業
務
と
し
て
収
益
事
業
に
該
当
す
る
。
要
す
る
に
有
料
で

こ
こ
で
は
、



宿
泊
さ
れ
る
施
設
は
す
べ
て
旅
館
等
と
な
る
上
認
め
ら
れ
る
。

(
低
廉
な
宿
泊
施
設
)
一
五
|
一

l
四
一
一
(
省
略
)

飲
食
庖
業
は
、
自
ら
調
理
し
た
も
の
を
提
供
す
る
も
の
の
ほ
か
、
他
の
調
理
業
者

4

な
ど
か
ら
仕
出
し
を
受
け
て
飲
食
の
提
供
を
す
る
も
の
も
含
ま
れ
る
と
さ
れ
て
お

凶
り
、
学
校
法
人
に
お
け
る
食
堂
の
経
営
が
該
当
す
る
。
ま
た
、
自
ら
調
理
し
な
い
で

。
V

他
の
業
者
に
経
営
を
委
せ
、
売
上
額
の
一
定
割
合
を
徴
す
る
よ
う
な
場
合
で
も
、
後

ら
で
述
べ
る
寸
仲
立
業
L

に
該
当
し
収
益
事
業
に
含
ま
れ
る
。
な
お
、
年
に
一
田
し
か

l
I

も
一
日
だ
け
屋
台
や
茶
屈
を
開
設
し
、
飲
食
物
を
提
供
す
る
行
為
は
「
継
続
性
L

が

一
明
な
い
も
の
で
、
非
課
税
と
さ
れ
る
。

'
な
お
、
学
校
法
人
が
、
そ
の
設
置
す
る
小
学
校
、
中
学
校
、
盲
学
校
な
ど
に
お
い

制
て
、
学
校
給
食
等
に
も
と
づ
く
給
食
事
業
は
学
校
教
育
の
一
環
と
し
て
の
行
為
で
な

抑
の
で
、
飲
食
事
歪
該
当
せ
ず
課
税
さ
れ
な
い
。
「
学
校
給
食
等
」
に
は
、
以
上
の
ほ

か
、
「
夜
間
課
程
を
置
く
高
等
学
校
に
お
け
る
学
校
給
食
に
関
す
る
法
律
L

「
盲
学
校
、

急
聾
学
校
及
び
養
護
学
校
の
幼
稚
園
部
及
び
高
等
部
に
お
け
る
学
校
給
食
に
関
す
る
法

尭

律
L

も
含
ま
れ
る
。
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二
十
三
。
飲
食
店
業
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(
飲
食
商
業
の
範
囲
)

二
十
四
、
周
旋
業

(
周
旋
業
の
範
囲
〉

一
五
|
一
!
四
三

一
五
1

一
!
四
四
(
省
略
)

二
十
五
。
代
理
業
、
仲
立
業

二
十
六
、
問
屋
業

410 

(
問
屋
業
の
範
囲
〉

一
五
|
一
四
七
(
省
略
〉

二
十
七
、
鉱
業
及
び
土
石
採
取
業

(
鉱
業
及
び
土
石
採
取
業
の
範
囲
〉

一
五
ご
一
ご
四
八
ぐ
省
略
)

二
十
八
、
浴
場
業

〈
浴
場
業
の
範
囲
〉

一
五
l
一
四
九
(
省
略
)

二
十
九
、
理
容
業

(
理
容
業
の
範
囲
〉

一
五
一

l
五
O
(省
略
)

三
十
、
美
容
業

(
美
容
業
の
範
囲
)

二
十
一
、
興
行
業

五

五

(
省
略
〉

-126-

〈
興
行
業
の
範
囲
)
一
五
|
一
|
五
二
(
省
略
)

(
慈
善
興
行
等
)
一
五
|
一

l
五
一
一
一
(
省
略
)

(
代
理
業
の
範
囲
〉
新
設
一
五
1

一
ー
ー
四
五
(
昭
五
六
直
法
二
l
一
六
追
加
)

(
仲
立
業
の
範
囲
)
新
設
一
五
l
一
1
1
四
六
(
昭
五
六
直
法
二
l
一
六
追
加
〉

代
理
業
と
は
、
他
の
者
の
た
め
の
商
行
為
の
代
理
を
行
う
事
業
と
定
義
し
て
い
る

が
、
実
務
上
、
ど
れ
が
周
旋
業
で
あ
る
か
、
代
理
業
で
あ
る
か
、
あ
る
い
は
仲
立
業

で
あ
る
か
の
区
別
は
難
し
い
所
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
、
具
体
的
に
、
団
体
生
命
保
険
、

損
害
保
険
な
ど
の
代
理
庖
と
し
て
、
教
職
員
又
は
学
生
性
と
な
ど
の
た
め
に
行
う
事

業
を
例
示
し
て
い
る
。
保
険
会
社
な
ど
と
代
理
屈
契
約
を
結
ば
な
い
で
、
単
に
事
務

委
託
手
数
料
な
ど
を
得
て
い
る
場
合
は
、
「
請
負
業
」
に
該
当
す
る
。

仲
立
業
は
、
他
の
た
め
に
商
行
為
の
媒
介
を
行
う
事
業
と
し
て
収
入
を
得
て
い
る

場
合
だ
か
ら
、
学
校
法
人
が
制
服
や
制
帽
の
販
売
を
業
者
に
委
せ
、
そ
の
仲
立
と
し

て
手
数
料
を
得
て
い
る
と
き
が
該
当
す
る
。
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=
一
十
二
、
遊
技
所
業

学校法人及びi修学校法人の課税とその問題点

(
遊
技
所
業
の
範
囲
)
新
設
一
五
一
ー
ー
五
四
(
昭
五
六
直
法
一
一
一
六
改
正
)

遊
技
所
業
は
、
席
貸
業
と
似
て
い
る
が
、
そ
の
施
設
が
一
般
に
利
用
さ
せ
る
こ
と

に
適
す
る
必
要
な
整
備
を
行
っ
て
、
そ
の
本
来
の
用
途
に
し
た
が
っ
て
利
用
者
に
利

用
さ
ぜ
る
事
業
を
い
う
。
そ
の
点
、
席
貸
業
は
単
に
場
所
を
提
供
さ
せ
る
に
過
ぎ
な

い
。
例
え
ば
、
野
球
場
の
場
合
、
野
球
を
す
る
た
め
に
他
の
者
に
利
用
さ
ぜ
る
必
要

な
整
備
を
行
っ
て
い
れ
ば
遊
技
所
業
に
該
当
す
る
が
、
野
球
場
を
利
用
し
て
単
な
る

集
会
や
運
動
会
を
行
い
収
入
を
得
て
い
る
と
き
は
、
遊
技
所
業
で
は
な
く
、
席
貸
業

に
該
当
す
る
か
ど
う
か
に
よ
っ
て
判
定
す
る
。

な
お
有
償
で
行
わ
れ
る
限
り
会
員
制
に
よ
る
も
の
か
ど
う
か
は
、
収
益
事
業
の
判

定
上
全
く
関
係
が
な
い
と
解
さ
れ
る
。

三
十
三
、
遊
覧
所
業

(
遊
覧
所
業
の
範
囲
)

一
五
一
五
五
(
省
略
)

三
十
四
、
医
療
保
険
業

(
医
療
保
険
業
の
範
囲
)
一
五
l
一
ー
ー
五
六
(
省
略
)

(
日
本
赤
十
字
社
等
が
行
う
医
療
保
険
業
)
一
五
一
五
七
(
省
略
)

(
病
院
に
お
け
る
給
食
事
業
)
一
五
一
i
1
1
1

五
八
(
省
略
)

(
専
ら
学
術
の
研
究
を
行
う
公
益
法
人
)
一
五
一
五
九
(
省
略
)

(
診
療
所
の
範
囲
)
一
五
一
六

O
(省
略
)

(
臨
床
検
査
セ
ン
タ
ー
)
一
五
一
六
一
(
省
略
)

(
地
域
医
師
等
に
よ
る
利
用
)
一
五
一
六
二
(
省
略
)

(
地
域
医
師
等
に
よ
る
診
療
)
一
五
|
一
六
三
(
省
略
)

(
オ
ー
プ
ン
病
院
等
の
健
康
保
険
診
療
報
酬
の
額
に
準
ず
る
額
)

の
二
(
省
略
)

(
非
課
税
と
さ
れ
る
福
祉
施
設
等
の
判
定
)

一

五

一

六

一
五
|
一
|
六
四
(
省
略
)

(
災
害
等
が
あ
っ
た
場
合
の
特
例
)
一
五
一
ー
ー
六
五
(
省
略
)

(
福
祉
病
院
等
の
健
康
保
保
険
診
療
報
酬
の
額
に
準
ず
る
額
)

二
(
省
略
)

一

五

一

六

五

の

三
十
五
、
技
芸
教
授
業

(
技
芸
教
授
業
の
範
囲
)
新
設

加
)

一
五
一

l
i
六
六
(
昭
五
六
、
直
法
二

l
一
六
追

法
人
税
法
施
行
令
第
五
条
第
一
項
第
三
0
号
に
一
亦
さ
れ
て
い
る
。
更
に
技
芸
教
授

等
に
は
、
通
信
に
よ
る
も
の
も
含
ま
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

学
校
法
人
が
、
洋
裁
、
和
裁
、
編
物
な
ど
の
教
授
を
行
う
場
合
は
、
寸
技
芸
教
授
業
L

に
該
当
し
、
そ
の
所
得
に
対
し
課
税
さ
れ
る
。
し
た
が
っ
て
、
技
芸
教
授
に
係
る
入

学
金
、
授
業
料
な
ど
を
収
入
金
額
と
し
、
こ
れ
に
対
応
す
る
費
用
を
控
除
し
た
金
額

は
所
得
と
し
て
課
税
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
た
だ
し
、
学
校
教
育
法
第
一
条
校
、
専

修
学
校
、
各
種
学
校
が
行
う
技
芸
教
授
業
は
除
か
れ
る
。

要
す
る
に
、
大
学
、
高
校
、
専
修
学
校
な
ど
が
正
規
の
教
授
以
外
に
、
例
え
ば
公

開
講
座
と
称
し
て
技
芸
教
授
を
お
こ
な
え
ば
、
そ
の
部
分
、
が
収
益
事
業
と
な
る
。

①
技
芸
教
授
業
に
該
当
す
る
場
合

洋
裁
、
和
裁
、
着
物
着
付
け
、
編
物
、
手
芸
、
料
理
、
理
容
、
美
容
、
茶
道
、

生
花
、
演
劇
、
演
芸
、
舞
踊
、
舞
踏
、
音
楽
、
自
動
車
操
縦
、
小
型
船
舶
の
操

縦
(
以
上
技
芸
と
い
う
)
及
び
公
開
模
擬
学
力
試
験
を
行
な
う
事
業
が
該
当
す

る。②
技
芸
教
授
業
に
該
当
し
な
い
場
合

上
記
に
該
当
し
て
も
、
学
校
教
育
法
第
一
条
の
学
校
、
同
法
人
二
条
二
項
に

定
め
る
専
修
学
校
又
は
同
法
八
十
三
条
一
項
の
各
種
学
校
で
大
蔵
省
令
で
定
め



る
法
人
の
経
営
は
除
か
れ
る
(
施
行
規
則
七
条
八
条
参
照
〉
。

授
学
校
は
除
か
れ
る
。

(
ロ
)
日
本
私
学
振
興
財
団
が
扱
う
寄
附
金
に
つ
い
て
、
学
校
法
人
と
準
学
校
法

人
の
税
金
と
で
は
そ
の
認
め
ら
れ
て
い
る
寄
附
事
業
の
範
囲
が
異
な
る
。

具
体
的
に
は
四
、

(
4
)
日
本
私
学
振
興
財
団
が
扱
う
寄
附
金
の
項
で
述
べ

た
所
で
あ
る
が
準
学
校
法
人
の
設
置
す
る
専
修
学
校
に
つ
い
て
は
高
等
課

程
@
専
門
課
程
に
つ
い
て
授
業
時
間
数
に
つ
い
て
そ
れ
ぞ
れ
制
限
が
付
さ
れ

て
い
る
。
又
各
種
学
校
に
つ
い
て
は
認
め
ら
れ
な
い
。

(
ハ
)
特
定
公
益
増
進
法
人
に
対
す
る
寄
附
金
に
つ
い
て
も
一
条
校
に
つ
い
て
承

認
さ
れ
る
が
、
専
修
学
校
@
各
種
学
校
に
つ
い
て
は
適
用
が
な
い
。
こ
の
点

に
つ
い
て
は
毎
年
全
国
専
修
学
校
@
各
種
学
校
協
会
よ
り
承
認
の
陳
情
が
行

わ
れ
て
い
る
。

平
成
二
年
一
二
月
一
八
日
の
各
日
刊
紙
の
報
ず
る
所
に
よ
れ
ば
、
自
民
党

の
九
三
年
度
(
平
成
五
年
度
)
税
制
大
綱
に
よ
れ
ば
、
特
定
公
益
増
進
法
人

の
範
聞
に
一
定
の
専
修
学
校
を
設
置
す
る
準
学
校
法
人
を
追
加
す
る
旨
が
記

載
さ
れ
て
い
る
。

(
ニ
)
一
条
校
に
認
め
ら
れ
て
そ
の
他
の
学
校
に
認
め
ら
れ
な
い
の
は
、
同
じ
学

校
教
育
を
行
う
も
の
で
あ
り
な
が
ら
法
の
下
の
平
等
に
反
し
、
且
つ
戦
後

六
@
三
・
三
・
四
制
の
単
線
型
学
校
に
な
っ
た
の
が
、
再
び
複
線
型
学
校
に

な
っ
た
も
の
と
云
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

戦
後
ア
メ
リ
カ
の
教
育
使
節
団
の
指
示
に
よ
り
折
角
単
線
型
と
な
っ
た
の

が
、
戦
前
型
に
な
っ
た
も
の
と
云
う
べ
き
で
あ
り
残
念
で
な
ら
な
い
。

(
公
開
模
疑
学
力
試
験
)

(
授
業
時
間
数
の
判
定
)

一
五
一
六
七
(
省
略
)

一
五
i
一
|
六
七
の
三
(
省
略
)

Mar.1993 

十
六
、
駐
車
場
業
、
そ
の
他

VoI.28-A， 

(
駐
車
場
業
の
範
囲
)
改
正

一
五
一
六
八
(
昭
五
六
直
法
二
|
一
六
改
正
)

学
校
法
人
の
土
地
を
駐
車
場
と
し
、
こ
れ
を
有
料
で
収
入
を
得
て
い
る
も
の
の
ほ

か
、
駐
車
場
に
用
い
る
た
め
一
括
し
て
他
に
貸
付
け
て
い
る
場
合
も
含
ま
れ
る
⑫
。

平成 5年，

(
低
廉
保
証
料
の
判
定
〉
一
五
一
六
九
(
省
略
)

(
学
校
法
人
等
が
実
習
の
一
環
と
し
て
行
う
事
業
)
改
正

略
)(

神
前
結
婚
等
の
場
合
の
収
益
事
業
の
判
定
)

六
改
正
(
省
略
)

一

五

一

七

0
(省

第28号A，

一
五
|
一
七
一
昭
五
直
法
二
十

愛知工業大学研究報告，

十
七
、
準
学
校
法
人
課
税
と
そ
の
問
題
点

学
校
法
人
と
準
学
校
法
人
の
税
務
上
の
取
扱
い
は
以
上
説
明
の
通
り
大
体
同
じ
取

扱
い
を
う
け
る
の
で
あ
る
が
、
学
校
教
育
法
第
一
条
の
学
校
と
同
法
人
二
条
2
項
に

定
め
る
専
修
学
校
又
は
同
法
人
三
条
一
項
の
各
種
学
校
で
取
扱
い
の
異
な
る
も
の
が

あ
る
。
次
に
そ
れ
を
み
る
こ
と
に
し
た
い
。

408 

(
イ
)
先
に
十
九
技
芸
教
授
学
校
を
学
校
法
人
が
行
え
ば
所
得
に
対
し
課
税
さ
れ

る
。
但
し
学
校
教
育
法
第
一
条
校
、
専
修
学
校
、
各
種
学
校
が
行
う
技
芸
教

128 -
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三
十
八
、
学
校
法
人
・
宗
教
法
人
等
に
対
す
る
税
務
の
あ
ら
ま
し

学校法人及び準学校法人の課税とその問題点

説 目 区 分 線 島 栂拠条文

非営利事. 法人民を課さない. 怯人挽法認4条

収 益事業
榊ー12-07 0 

第 l項

別表都 2 公益

収益事業IC属する資産のう 法人等の表

ちから、その収益JJJ鶏以外の 法人説法第槌条

事業のために支出した金額は 第3項、第37条第

寄附金とみなす. 4項

{公益法人等の寄附金のt員会 同施行令第抱条

法 人 製 算入隈度調} 第 1項第3号

所得金額X寸13言000rf 社会福
各種学技のみを

祉法人 担置する法人は

および私立 15000 文は 200 長島学位法人は 万円のう

ち大きい =寄附金の損金
方の舗

算入限度額

別表第 1(公共法人等の嚢} 所得を探さない. 所得民法第11条

第 l号iζ掲げる内国法人が支 第 1項

所得韓 払いを受妙る利子等，.E当等、 別表第 l 公共

利益の分配ならびに報酬およ 法人等の表

び料金

129 
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提 目 区 分 謀 現 担拠条文

公益法人等が追贈により取 相続麗を課せられるのは. 相続農法第 l条

相続混
得した財産 栂続または追贈Iζより財産を

取得した個人Iζ隈られ、法人

lζは適用がない.

公益法人等が贈与により取 贈与視を諜せられるのは、 抱続税法第 1条

贈 与 誕
得した財産 贈与により財産を取得した趨 第 2条

人iζ隈られ、法人lとは適用が

ない.

1.学技法人(専修学校各種 登録免許農を課さない. 霊録免許説法第

学校を含むJ (注)大混省令(施行規則第 4条第 2項

(11校舎、寄宿舎、図書館 2条)11:定める書類の議 別表第3 非課

その他保育または教育上 付があるととを要件とす 説の登記等の表

直接必要な附属建物(以 る.

下「校舎等Jーという。)の

所脊砲の取得霊記

121 校舎等の敷地、運動場、

実習用地その自腕直接lζ保

育または教育の局に供す

る土地の描利の取得霊記

2. 宗教法人

畳 録
(11 も守ばら自己またはそ

の包括する宗教法人の宗
免許視法

教の用に供する宗教法人

法第3条(境内腿物およ

び境内地の定後)1ζ規定

する境内建物の所有砲の

取得畳記または同条に現

定する境内地の構利の厩

{等霊記

121 自己の段置温宮する学

校(学校教育法第 1条

〈学読の範囲)に規定す

る盲学校、聾学校、聾寝

学技または幼措置に間

るJの校舎等の所有権の

既得畳記または当該校舎

130-
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現 区 分 課 現 担拠条文

等の敵地、当草学授の連

動場、実習用地その他直

接lζ保育、もしくは教育

の用lζ供する土地の御利

の取得量記

3. 民法第34条(公益法人の

設立〉の規定lζより設立し

た法人

111 自己の投置運営する学

校の捜舎等の所有継の取

f尋畳記または当諒技舎等

の敷地、当草学授の運動

場、実習用地その他直接

iζ保育、もしくは教育の

畳 録 用Iζ供する土地の権利の

免許現法 取得豊記

121 更生緊急保理法第2条

第 2項1ζ規定する更生保

盟事業の周lζ供する建物

の所有権の取得畳記また

は当留事2震の周Iζ供する

土地の権利の取得畳記

131 住宅金融公庫法第17条

第 1項第4号、第2項も

し〈は第4項または産業

労働者住宅貰金融通法第

7条第 1項第2号、第3

号もしくは第2項の規定

による住宅金融公庫から

の資金の貸付を受けて聾

援のため取得する建物の

所有掲の取得量記または

当草摺援のために既得す

る土地の橿利の取得量!2

公益法人が作成する受取書 公益法人が作成する受取書 印紙製法第 2条

印 紙 製 は、収益事課iζ闘して作成す 別滋掠 l 縄民物

るらのでお弔ても、'Ulilζ凶 件必 22

円ぺ
U
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書2 自 区 分 翠 E語 組縄条文

し屯いも的として臨鑓われ、 印鑑説撞基本通

師範農は謀説されない@ 連軍i22号文富 13

非嘗事j事諜 道府県異説を課さない@ 地方観詰第諸条

第 i項第 2号、第
収益事諜 法人説割一15一0.00 一{お:11寝説率 51条、第 52条、

1060J 、
地方説法施行令

第 7条の 4

主主 道府県
増等割隼額 10.000開

昆 説
掴収益事隷のうち、註会構

祉撞入、学技法人または私

立学技撞第 64条第 4項の

能人{専修学技又は各謹学

技)が行なう事業で、その

所得の 90S彰以上の金舗を

民
非嘗事j事麓の謹嘗iζ充てて

いるものについては、道府

県民君主を課さないく赤字の

場合も含む)以下閉じ@

非富事j署H霊 市町村毘麗を謀さなも、@ 地方喜重撞第 296

条露 i項摺Z号、

収益事襲
語人説翻一ll2o一3o 冊l関説率

第 312語、第 314
説 条の 6

11 40.70、' 地方説詰擁行令

第 41条
埼 等 割 年 40.000円

il1町村 間現益事鍵のうち、社会摺
毘 韓 祉撞入、学校謹人または私

立学技語買J64条第 4項の

語人{軍事審学校又は各理学

捜)が行なう事諜で、その

所得的 90$彰関上の金額を

持童手l事識の謹富Iζ克てて

いるもの陀ついては、市町

村民君主を調さない@
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事告 自 区 分 翠 説 盟拠条文

非営事i事諜 言語民事告を課さない@ 地方説法第 734

条

現益事襲 法人説割 l17o.o~ (積l隈説寧 地方説法韓行令

住 2l 0O.O7J 、

第 57条の 2

均等割 年 500 000開

民 語畏E晃 醐担益事議のうち、社会福

祉法人、学技法人または弘

立学技法第64条第 4項の

龍 法人{専修学技又は各理学

設)が行なう事2撃で、その

所得の 90%以上の金舗を

非蓄積H裏襲の題富iζ充てて

いるものについては、書官民

君主を課さない@

非嘗事j寧梁 詩人事譲説を課さない@ 地方説法第72条

現益事襲 色
の 5第 l現第 i号

韓率年 350万円Q.{下 100 地方説法施行令

年 350万問題 700万 第 15条

円以下合
地方説法第η重量

の4第 2項

年 700万問題 τ1百2官

関下詑の事襲iζ対しでは、 8醇宇品月 18よ

事嬢裂を課さない@ りはい151は鹿躍的

111 時事の報道を自的とす lζ麗.d:.

法人事議事室 る新聞{毎月 3号Q.{上、

号を追うて定期的iζ莞IT
されるものに罷る〕を発

行する薪臨諜およびζれ

品の新聞を送還する事轟

121 学捕事?究、学技数胃

社会教育等iζ関する出醸

物を露行ずる出腫Z震で王室
令〈第11条}で定めるも

のおよびも弔11:各教育の

閣に酷する映画を製作す

る事梁で霞令(第 18議)

っ、リ
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現 自 区 分 課 現 担拠条文

で定めるもの

(31 新聞に広告を掲扱する

乙とを取扱う事業で政令

法人事提現
〈第四条〉で定めるもの

(41 教科書の供拾を行なう

事業で致令(第却条}で

定めるもの

(51 一般放送事業

161 林業

171 鉱吻の掘探事業

公益法人等が下記の不動産 不動産取得税、固定資産拡 地方製法第百条

をそれぞれ下記に掲げる不動 都市計画視を盟さない. の4第l項、第湖

躍として使用するために取得 条第2項、第702

した場合 条ρ2第2項

(1)宗教法人

も守ばらその本来のm.ζ

供する境内建物および境内

地

121 学技法人および車学技法

不動産 人

既得情 直接保育または教育の用

lζ供する不動産

(31 学技法人および準学技法

人(専修学説)

固定資産現 段置する寄宿舎

(41 民法第 34条の法人、宗

教法人、社会福祉法人

政担する幼稚園において

都市計画説 直接保育の用lζ供する不動

車

151 民法第34条の法人、政令

〈第36条の 4.)で定める

医揖法人

医露関係者の聾成所で直

援教育の周lζ供する不動産

(61 民法第34条の法人でcl

震訓練を行なうちの

d
4
 

q
d
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事主 芭 区 分 課 草色 担拠条文

韓基遺書I1謀議設で置撞曜講

書11諜の爵1ζ供する不動璽

不動産 !11 毘法第 34条の詮人

取得 説 設置する圏番館で麗鐘そ

の用iζ供する不動産

181 民法第 34条の法人、宗

間定E霊童謹 教法人

設謹する得物館で直接そ

の用iζ供する不動塵

部市計歯車 {到毘謹第 34粂の法人で学

簡の萌究を自的とするもの

その自的のため置撞その

研究の用に供する不動m

学校教宵語第 1条の学技、 電気ガス説を課さない@ 地方説法第 489

開法第82条の 2の専修学技 条第9項

および関誌第 l条の教育iζ単 地方喜立法施行令

ずる教育を行う擁設において 第54条の 6第 54

量霊接教育の舟iζ供する竃宝'j.jf 条の7

スで設のもの

111 学技教育法第 1条iζ麓定

電 無
する学技および開法第82条

ガス麓
のZの専寵学技

寄誼舎、職員住宅、金堂、

亮宮、保養所その他ζれら

に覇する1!f.生または撞祉の

ための雄投以外の施設にお

いて慣用する電鎮またはガ

ス

ロl蝿行令第 54条の自に定

める学簡靭究韓国

謹聾翼鞍の鼎に換する電

気またはガス

(11 学技教宵撞第 i条iζ親定 物晶君主を課さない@ 物品設撞第22議

物 品 製
する学説、その地政令で定 第 1項

める設宵韓関

書士宵の期1ζ換する謂 l璽

q
t
u
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説 圏 官E 分 喜重 車生 損鞄条文

または部2離の課E建物品で

政令で定めるもの

121 学簡萌究韓関として政令

物品韓 で定めるもの

学鮪研究の用iζ却もする第

l璽または第 2謹の謀説物

品で政令で定めるもり

111 学校教育法第 l条iζ調車 入場説を諜さない@ 入場喜連法第5条

する高等学校、中学段、小 第8条、第9議

学技、幼稚国その他融合で

定める学技の教員の号III容に
より、当該学校における教

入局現
宵lζ賀するため、当額学技

の生徒、児童または幼児を

興行場等Iζ入場させる場合@

(21 学技法人、各理学技法人‘

社会揺祉事業桂人害事が主mi
する備物で免税関i-rの条件

!ζ麓謹するもの

!11 法人説詰第2条第 6号の 軍I護所説を課さない@ 地方説法第 101

公益桂人(学技法人等}が事 JO{益事ま軍部分の謀説@ 条の 34第 2項、

議所等で行う事農のうち、眼 出資産割…球面輔 1.000 路行令第 56~罷の

益事嘉昭外の都議所面積iζ 間雪組について、 1nt当り 22 

理lllU百説 対するもの 500円 地方説語第 701

(21 個人立各理学校等につい !21 縄基聖書割… 100人組に 条の 42

ては課醍醸準的 2分の l控 ついて、器等韓舗の O.25~彰

除 131 新増設・.， 1"，'当り

6，000円

一 136-
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以
上
学
校
法
人
に
係
り
を
持
つ
通
達
に
関
し
論
じ
て
き
た
所
で
あ
る
が
、
通
達
に

徴
に
入
り
細
に
豆
り
解
釈
基
準
を
示
す
こ
と
は
、
却
っ
て
法
の
解
釈
を
硬
直
化
さ
せ

時
代
の
発
展
に
追
従
出
来
ず
、
又
税
当
局
の
見
解
で
あ
る
の
で
本
来
の
法
の
下
の
平

等
、
弱
者
保
護
の
見
地
よ
り
必
ず
し
も
最
善
の
方
法
と
は
認
め
ら
れ
難
い
。

更
に
私
見
を
述
べ
る
な
ら
ば
、
そ
も
そ
も
通
達
の
法
的
根
拠
は
「
各
大
臣
、
各
委

員
会
及
び
各
庁
の
長
官
は
そ
の
所
掌
事
務
に
つ
い
て
命
令
又
は
示
達
す
る
た
め
、
所

管
の
諸
機
関
及
び
職
員
に
対
し
訓
令
又
は
通
達
を
発
す
る
こ
と
が
で
き
る
」
と
い
う

規
定
に
あ
る
(
国
家
行
政
組
織
法
一
四
条
二
項
〉
。

し
か
し
職
務
上
の
上
級
官
庁
が
そ
の
下
級
官
庁
に
対
し
、
そ
の
職
務
の
執
行
に
つ

い
て
命
令
を
な
し
う
る
こ
と
は
、
お
よ
そ
行
政
機
関
の
組
織
上
当
然
の
こ
と
で
あ
っ

て
、
法
律
の
規
定
を
ま
つ
ま
で
も
な
い
と
こ
で
あ
る
。
従
っ
て
右
の
国
家
行
政
組
織

法
の
規
定
は
、
創
設
的
な
性
質
を
有
す
る
も
の
で
な
く
、
い
わ
ば
当
然
の
事
柄
を
注

意
的
に
規
定
し
た
も
の
に
外
な
ら
な
ら
な
い
と
解
さ
れ
る
(
昭
和
三
六
・
三
・
二
ニ

大
臨
地
裁
三
三
(
行
)
一
四
行
集
一
二
巻
三
号
四

0
九
頁
)
と
な
し
、
又
通
達

は
行
政
庁
間
の
事
務
取
扱
い
に
つ
い
て
指
針
な
い
し
基
準
を
示
す
も
の
で
あ
る
か

ら
、
法
規
と
し
て
国
民
を
拘
束
す
る
も
の
で
な
い
も
の
と
解
す
を
相
当
と
す
る
と
し

て
い
る
。

更
に
通
達
は
下
級
行
政
庁
を
拘
束
す
る
に
止
ま
り
、
法
規
た
る
性
格
を
有
す
る
も

の
で
な
い
が
、
通
達
に
よ
っ
て
示
達
さ
れ
た
内
容
が
税
務
行
政
の
現
行
一
般
に
お
い

て
実
現
さ
れ
て
お
り
、
あ
る
個
別
的
・
具
体
的
事
例
が
そ
の
通
達
の
要
件
を
充
足
し

て
い
る
に
か
か
わ
ら
ず
、
こ
れ
に
反
し
て
納
税
者
に
不
利
益
な
課
税
処
分
を
す
る
こ

と
は
課
税
の
対
象
に
な
ら
な
い
と
信
じ
た
納
税
者
に
不
測
の
損
益
を
与
え
る
ば
か
り

で
な
く
、
租
税
法
の
基
本
原
則
の
一
つ
で
あ
る
公
平
負
担
の
原
則
に
も
違
背
す
る
違

法
な
処
分
と
云
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
(
昭
和
四
五
・
五
・
二
一
大
阪
地
裁
四

0

(
行
〉
ウ
四
八
行
集
一
二
巻
五
号
七
九
九
頁
)
と
し
て
い
る
の
は
、
納
税
者
の

保
護
の
立
場
を
支
持
す
る
も
の
で
あ
り
、
妥
当
な
判
決
と
解
す
る
。

注
①
公
益
法
人
等
の
本
来
の
事
業
が
収
益
事
業
に
該
当
す
る
場
合
、
基
本
通
達
一

五
i
一
ー
一
に
説
明
さ
れ
て
い
る
。

山

本

清

次

他

編

法

人

収

益

基

本

通

達

の

疑

問

点

六
二
八
頁
。

ぎ
ょ
う
せ
い

②
文
部
省
高
等
教
育
局
私
学
部
編
集

法

規

四

0
六
頁
。

私
学
必
携
(
第
六
項
改
訂
)

第

③
山
本
清
次

他
編

前
掲
書

六
ニ
九
頁
。

④
渡
辺
淑
夫

著

寄
付
金
課
税
の
知
識

財
務
詳
報
社

一一貝。

⑤
税
法
研
究
会
編

税
務
書
式
総
覧

新
日
本
法
規

一一一

o
一
以
下
。

⑥
特
別
寄
附
金
と
よ
ば
れ
法
三
七
③
に
よ
り
金
額
が
損
金
と
し
て
認
め
ら
れ

る
。
俗
に
「
免
税
寄
附
金
L

と
呼
ば
れ
て
い
る
。

-137 

⑦
国
税
庁
長
官
に
対
し
税
別
租
税
措
置
法
第
四

0
条
の
規
定
に
よ
る
承
認
を
係

る
必
要
が
あ
る
。

⑧
時
価
の
評
価
は
目
下
の
所
不
動
産
鑑
定
士
、
税
理
士
、
弁
護
士
、
公
認
会
計

士
、
銀
行
等
が
評
価
人
を
し
て
認
め
ら
れ
て
い
る
。

⑨
特
別
租
税
措
置
法
第
四
0
条
の
申
請
書
類
及
び
必
要
な
説
明
書
は
所
轄
税
務

署
に
揃
え
付
け
、
配
布
さ
れ
る
。

又
承
認
の
手
続
き
が
な
さ
れ
た
場
合
は
、
国
税
庁
長
官
よ
り
承
認
申
請
に
対
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す
る
承
認
の
通
知
書
が
送
達
さ
れ
る
。

⑮
山
本
清
次

二
八
頁
。

著

法
人
税
基
本
通
達
の
疑
問
点

ぎ
ょ
う
せ
い

ノ¥

O
前
掲
書

ハ
=
一
五
頁
。

O
坂
元
左
他
監
修
遂
条
洋
解
法
人
税
関
係
通
達
総
覧
(
法
人
税
基
本
通

達

編

二

)

第

一

法

規

第
十
五
章
公
益
法
人
等
及
び
人
格
の
な
い
社
団
等
の
収
益
事
業
課
税

三
九
五
一
以
下
。


